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(57)【要約】
【課題】画素を区画するバンクの線幅を所望の細さで一
定に保ち、バンクのエッジ部分の凹凸を抑制した有機Ｅ
Ｌ表示素子を提供する。
【解決手段】基板２と、基板２上に設けられたアクティ
ブ素子であるＴＦＴ３と、基板２上でＴＦＴ３の上方を
被覆する平坦化膜４と、平坦化膜４上に配設されてＴＦ
Ｔ３と接続する陽極６と、陽極６上に配設された有機発
光層９と、有機発光層９の配置領域を規定して画素を区
画するバンク８と、有機発光層９の上に配設された陰極
１０とから有機ＥＬ表示素子１を構成する。そして、平
坦化膜４には、平坦化膜４を貫通しない凹部１３を形成
し、凹部１３の上にバンク８を形成して、この凹部１３
がバンク８をガイドしてその形状を制御するように構成
する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、前記基板上に設けられたアクティブ素子と、前記アクティブ素子を被覆する平
坦化膜と、前記平坦化膜上に配設されて前記平坦化膜を貫通するスルーホールを介して前
記アクティブ素子と接続する陽極と、前記陽極上に配設された有機発光層と、前記有機発
光層の配置領域を規定するバンクと、前記有機発光層の上に配設された陰極とを有する有
機ＥＬ表示素子であって、
　前記平坦化膜は前記有機発光層の配置領域の周囲の少なくとも一部に、前記平坦化膜を
貫通することが無いように形成された凹部を有し、前記バンクは少なくとも一部が前記凹
部の上に形成されていることを特徴とする有機ＥＬ表示素子。
【請求項２】
　前記バンクは、インクジェット法を用いて形成されたものであることを特徴とする請求
項１に記載の有機ＥＬ表示素子。
【請求項３】
　前記バンクの幅（ｔ１）と前記平坦化膜の前記凹部の幅（ｔ２）との関係は、０．８×
（ｔ２）≦（ｔ１）≦１．２×（ｔ２）であることを特徴とする請求項１または２に記載
の有機ＥＬ表示素子。
【請求項４】
　前記平坦化膜は、感放射線性樹脂組成物によって形成される有機膜であることを特徴と
する請求項１～３のいずれか１項に記載の有機ＥＬ表示素子。
【請求項５】
　前記感放射線性樹脂組成物は、（Ａ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｂ）溶剤を含むことを特
徴とする請求項４に記載の有機ＥＬ表示素子。
【請求項６】
　前記感放射線性樹脂組成物の含有する（Ａ）アルカリ可溶性樹脂は、アクリル系ポリマ
ー、ポリシロキサンおよびポリイミドからなる群から選択された少なくとも１種の樹脂で
あることを特徴とする請求項５に記載の有機ＥＬ表示素子。
【請求項７】
　基板と、前記基板上に設けられたアクティブ素子と、前記アクティブ素子を被覆する平
坦化膜と、前記平坦化膜上に配設されて前記アクティブ素子と接続する陽極と、前記陽極
上に配設された有機発光層と、前記有機発光層の配置領域を規定するバンクと、前記有機
発光層の上に配設された陰極とを有する有機ＥＬ表示素子の製造方法であって、
　［１］感放射線性樹脂組成物を前記アクティブ素子の形成された前記基板上に塗布する
工程、
　［２］前記感放射線性樹脂組成物の塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　［３］前記放射線が照射された塗膜を現像し、前記基板上に前記平坦化膜を形成すると
ともに前記平坦化膜を貫通することが無いよう前記平坦化膜に凹部を形成する工程、
　［４］前記平坦化膜の前記凹部の上に前記バンクを形成する工程、並びに
　［５］前記バンクに規定された領域に前記有機発光層の材料を含むインク状の発光材料
組成物を塗布して、有機発光層を形成する工程
を有することを特徴とする有機ＥＬ表示素子の製造方法。
【請求項８】
　前記平坦化膜は、前記感放射線性樹脂組成物によって形成される有機膜であることを特
徴とする請求項７に記載の有機ＥＬ表示素子の製造方法。
【請求項９】
　前記感放射線性樹脂組成物は、（Ａ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｂ）溶剤を含むことを特
徴とする請求項７または８に記載の有機ＥＬ表示素子の製造方法。
【請求項１０】
　前記感放射線性樹脂組成物の含有する（Ａ）アルカリ可溶性樹脂は、アクリル系ポリマ
ー、ポリシロキサンおよびポリイミドからなる群から選択された少なくとも１種の樹脂で



(3) JP 2012-234748 A 2012.11.29

10

20

30

40

50

あることを特徴とする請求項９に記載の有機ＥＬ表示素子の製造方法。
【請求項１１】
　［４］工程では、インクジェット法を用い、前記平坦化膜の前記凹部の上に前記バンク
を形成することを特徴とする請求項７～１０のいずれか１項に記載の有機ＥＬ表示素子の
製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機ＥＬ（Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ）表示素子および有
機ＥＬ表示素子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機ＥＬ表示素子は、有機化合物による電界発光を利用した自発光型の表示素子であり
、バックライトを必要とせず、広視角で高速応答の画像表示が可能である。そして、低消
費電力であり、薄型、軽量などの優れた特徴を有する。
【０００３】
　これらの特徴から、有機ＥＬ表示素子は、近年盛んに開発が進められているが、その構
造の特徴として、陽極と陰極、並びにそれら両極の間に配置された有機発光層を有する。
有機発光層は両極間に形成された電界によって発光するが、構成材料としては、低分子系
材料を用いたものと、高分子系材料を用いたものとに大別される。
【０００４】
　低分子系材料を用いた有機発光層は、真空蒸着法などを利用したドライプロセスにより
形成される場合が多い。一方、高分子系材料を用いた有機発光層は、例えば、有機発光材
料および溶剤を含む発光材料組成物を、インクジェット法などの技術を用い、表示素子の
画素毎に塗布し、乾燥することにより形成することが可能である。インクジェット法を利
用した場合、塗布する材料の使用効率を格段に向上させることができる。そして、高分子
系材料を用いた有機発光層を備えた有機ＥＬ表示素子は、比較的低電圧での駆動が可能で
あり、消費電力が少なく、表示素子の大画面化に対応しやすいなどの特徴を備える。
【０００５】
　有機発光層をインクジェット法などの塗布法によって形成する場合、隣接する他の色の
光を発光するための画素に発光材料組成物が浸入しないようにすることが求められる。
　隣接する他の色の光を発するための画素に発光材料組成物が浸入しないようにするため
、隔壁（以下、バンクと称する。）を形成し、このバンクによって規定された領域内に有
機発光材料を含む発光材料組成物を滴下する技術が知られている（例えば、特許文献１お
よび特許文献２を参照）。バンクによって規定された領域内に、正確に発光材料組成物を
塗布することで、隣接する他の色の光を発するための画素への発光材料組成物の浸入を防
止することができる。
【０００６】
　図４は、従来の有機ＥＬ表示素子の主要部分の構造を模式的に示す断面図である。
【０００７】
　図４に示すように、従来のアクティブマトリクス型の有機ＥＬ表示素子１００は、無ア
ルカリガラスなど透明な基板１０２上に、各画素部分において、アクティブ素子である薄
膜トランジスタ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ：ＴＦＴ）１０３を有する
。そして、ＴＦＴ１０３の上方を被覆するよう平坦化膜１０４が配設され、ＴＦＴ１０３
の形成された基板面を平坦化する。この平坦化膜１０４の上には、画素電極をなす陽極１
０６が配置される。陽極１０６は、平坦化膜１０４を貫通するように平坦化膜１０４中に
設けられたスルーホール１０７を介してＴＦＴ１０３の電極部分と接続している。
【０００８】
　ＴＦＴ１０３の上方には、障壁となるバンク１０８が形成され、このバンク１０８に規
定される領域内に有機発光層１０９が配置されている。バンク１０８は、有機発光層１０
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９の周囲を包囲し、互いに隣接する各画素を区画する。そして、有機発光層１０９を覆い
、画素区画用のバンク１０８を覆って陰極１１０が形成されている。陰極１１０は、複数
の画素を共通に覆って形成され、共通電極をなす。陰極１１０上には、パッシベーション
膜１１１が設けられている。このように構成された基板１０２の、有機発光層１０９が配
置された主面は、外周端部付近に塗布されたシール剤（図示されない）を用い、封止基板
１１２により封止される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００６－００４７４３号公報
【特許文献２】特開２０１０－２８２８９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　以上の構成を有する有機ＥＬ表示素子であるが、バンク１０８は、平坦化膜１０４の上
方で有機発光層１０９の形成領域を規定する。バンク１０８は、有機発光層１０９の有効
な面積を十分に確保し、また、有機発光層１０９の形状が各画素間で均一となるよう、有
機発光層１０９の形成領域を規定することが求められる。したがって、バンク１０８に対
しては、制御された均一な形状を備えることが求められる。すなわち、バンク１０８は、
線幅が狭く均一でばらつきが無く、その結果、エッジ部分の形状にガタつきが生じていな
いことが求められる。
【００１１】
　このようなバンク１０８は、フォトリソグラフィー法によって形成することができる。
フォトリソグラフィー法によりバンク１０８を形成する方法は、基板上に適当な感光性樹
脂膜を形成する工程、この感光性樹脂膜を露光および現像する工程、および現像した樹脂
膜を加熱硬化する工程を有する。しかしながら、樹脂膜を加熱硬化する工程において、バ
ンク１０８の裾部分が陽極１０６上で広がって変形してしまうことがあった。そして、こ
うしたフォトリソグラフィー法を利用したバンク１０８の形成にあたっては、製造工程数
が多く、無駄となる材料も多くなるため、製造コストが増大し、さらに、製造歩留まりの
低下を招いていた。
【００１２】
　そこで、インクジェット法を利用してバンク１０８を形成する検討がなされている。イ
ンクジェット法を用いる場合、バンク１０８は、バンク１０８の形成材料および溶剤を含
むインク状のバンク材料組成物を、有機ＥＬ表示素子１００の陽極１０６上、画素の有機
発光層１０９の形成領域の周囲に塗布し、乾燥することにより形成することが可能である
。インクジェット法を利用した場合、製造工程数は少なくなり、また、塗布する材料の使
用効率を格段に向上させることができる。
【００１３】
　しかし、インクジェット法を用いて、陽極１０６上、バンク１０８の形成を行う場合、
バンク１０８においてパターン形状の制御が十分とならない場合があった。
　図５は、バンクの一部形状を模式的に示す平面図である。図５（ａ）は、凹凸の無い好
ましいエッジ形状を有するバンクの一部形状を模式的に示す平面図であり、図５（ｂ）は
、凹凸のある好ましくないエッジ形状を有するバンクの一部形状を模式的に示す平面図で
ある。
【００１４】
　すなわち、インクジェット法を用いた場合、インク状のバンク材料組成物の塗膜を均一
な形状に制御することが難しい。例えば、塗布後のバンク形成材料組成物が拡がって、バ
ンク１０８の線幅が所望の値より太くなることや、図５（ｂ）に示すように、バンク１０
８の線幅が均一とならず、バンク１０８のエッジ部分に凹凸が発生する場合があった。そ
うした場合、バンク１０８は、有機発光層１０９の有効な面積を十分に確保し、かつ、有
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機発光層１０９の形状を各画素間で均一となるよう、有機発光層１０９の形成領域を規定
することができなくなることがある。
【００１５】
　このような状況から、所望の細い線幅を有し、有機発光層の有効な面積を十分に確保す
るとともに、有機発光層の形状を各画素間で均一にするよう、有機発光層の形成領域を規
定できるバンクの実現が強く望まれている。
　本発明は、以上のような問題に鑑みてなされたものである。すなわち、本発明の目的は
、バンクの線幅を所望の細さに保ち、バンクのエッジ部分での凹凸発生を抑えた有機ＥＬ
表示素子およびその製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の第１の態様は、基板と、基板上に設けられたアクティブ素子と、そのアクティ
ブ素子を被覆する平坦化膜と、平坦化膜上に配設されてその平坦化膜を貫通するスルーホ
ールを介してアクティブ素子と接続する陽極と、陽極上に配設された有機発光層と、有機
発光層の配置領域を規定するバンクと、有機発光層の上に配設された陰極とを有する有機
ＥＬ表示素子であって、
　平坦化膜は有機発光層の配置領域の周囲の少なくとも一部に、平坦化膜を貫通すること
が無いように形成された凹部を有し、バンクは少なくとも一部が凹部の上に形成されてい
ることを特徴とする有機ＥＬ表示素子に関する。
【００１７】
　本発明の第１の態様において、バンクは、インクジェット法により形成されたものであ
ることが好ましい。
【００１８】
　本発明の第１の態様において、バンクの幅（ｔ１）と平坦化膜の凹部の幅（ｔ２）との
関係は、０．８×（ｔ２）≦（ｔ１）≦１．２×（ｔ２）であることが好ましい。
【００１９】
　本発明の第１の態様において、平坦化膜は、感放射線性樹脂組成物によって形成される
有機膜であることが好ましい。
【００２０】
　本発明の第１の態様において、感放射線性樹脂組成物は、（Ａ）アルカリ可溶性樹脂、
（Ｂ）溶剤を含むことが好ましい。
【００２１】
　本発明の第１の態様において、感放射線性樹脂組成物の含有する（Ａ）アルカリ可溶性
樹脂は、アクリル系ポリマー、ポリシロキサンおよびポリイミドからなる群から選択され
た少なくとも１種の樹脂であることが好ましい。
【００２２】
　本発明の第２の態様は、基板と、基板上に設けられたアクティブ素子と、そのアクティ
ブ素子を被覆する平坦化膜と、平坦化膜上に配設されてアクティブ素子と接続する陽極と
、陽極上に配設された有機発光層と、有機発光層の配置領域を規定するバンクと、有機発
光層の上に配設された陰極とを有する有機ＥＬ表示素子の製造方法であって、
　［１］感放射線性樹脂組成物をアクティブ素子の形成された基板上に塗布する工程、
　［２］感放射線性樹脂組成物の塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　［３］放射線が照射された塗膜を現像し、基板上に平坦化膜を形成するとともに平坦化
膜を貫通することが無いよう平坦化膜に凹部を形成する工程、
　［４］平坦化膜の凹部の上にバンクを形成する工程、並びに
　［５］バンクに規定された領域に有機発光層の材料を含むインク状の発光材料組成物を
塗布して、有機発光層を形成する工程
を有することを特徴とする有機ＥＬ表示素子の製造方法に関する。
【００２３】
　本発明の第２の態様において、平坦化膜は、感放射線性樹脂組成物によって形成される
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有機膜であることが好ましい。
【００２４】
　本発明の第２の態様において、感放射線性樹脂組成物は、（Ａ）アルカリ可溶性樹脂、
（Ｂ）溶剤を含むことが好ましい。
【００２５】
　本発明の第２の態様において、感放射線性樹脂組成物の含有する（Ａ）アルカリ可溶性
樹脂は、アクリル系ポリマー、ポリシロキサンおよびポリイミドからなる群から選択され
た少なくとも１種の樹脂であることが好ましい。
【００２６】
　本発明の第２の態様において、［４］工程では、インクジェット法を用い、平坦化膜の
凹部の上にバンクを形成することが好ましい。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、バンクの線幅を所望の細さに保ち、バンクのエッジ部分での凹凸発生
を抑えた有機ＥＬ表示素子およびその製造方法が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本実施の形態の有機ＥＬ表示素子の主要部の構造を模式的に説明する断面図であ
る。
【図２】本実施の形態の有機ＥＬ表示素子の画素部分の構造を模式的に示す平面図である
。
【図３】図２に示すＡ－Ａ'線に沿った断面図である。
【図４】従来の有機ＥＬ表示素子の主要部分の構造を模式的に示す断面図である。
【図５】（ａ）および（ｂ）は、バンクの一部形状を模式的に示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　本発明の実施形態について、以下で説明する。
　尚、本発明において、露光に際して照射される「放射線」とは、可視光線、紫外線、遠
紫外線、Ｘ線、荷電粒子線等を含む概念である。
【００３０】
　＜有機ＥＬ表示素子＞
　本実施の形態の有機ＥＬ表示素子の構造について、図面を用いて説明する。
【００３１】
　図１は、本実施の形態の有機ＥＬ表示素子の主要部の構造を模式的に説明する断面図で
ある。
　本実施の形態の有機ＥＬ表示素子１は、アクティブマトリクス型の有機ＥＬ表示素子で
ある。有機ＥＬ表示素子１は、トップエミッション型、ボトムエミッション型のいずれで
もよい。有機ＥＬ表示素子１は、基板２上の各画素部分において、アクティブ素子である
薄膜トランジスタ（以下、ＴＦＴとも称する。）３を有する。
【００３２】
　有機ＥＬ表示素子１では、基板２上のＴＦＴ３の上方を被覆するよう平坦化膜４が配設
されている。この平坦化膜４は、基板２上に形成されたＴＦＴ３による凹凸を平坦化する
機能を備える。そして、本実施の形態の有機ＥＬ表示素子１においては、この平坦化膜４
の上部表面には、平坦化膜４を貫通することが無いように形成された凹部１３が設けられ
ている。そして、凹部１３は、ＴＦＴ３の上方を含む領域であって、平坦化膜４の、後述
する有機発光層９の配置領域の周囲の領域の少なくとも一部に形成されている。平坦化膜
４上には、画素電極をなす陽極６が配置される。陽極６は、平坦化膜４の少なくとも一部
を覆うとともに、平坦化膜４を貫通するよう平坦化膜４に設けられたスルーホール７を介
してＴＦＴ３の電極部分と接続している。
【００３３】
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　有機ＥＬ表示素子１において、平坦化膜４の凹部１３の上の陽極６上には、バンク８が
形成されている。このバンク８に規定される領域内には、電界発光する有機発光層９が配
置されている。有機ＥＬ表示素子１において、バンク８は、有機発光層９の周囲を包囲す
る障壁となって、互いに隣接する各画素を区画する。
【００３４】
　図２は、本実施の形態の有機ＥＬ表示素子の画素部分の構造を模式的に示す平面図であ
る。
　図２では、平面構造が明確となるよう、後述する有機ＥＬ表示素子１の封止基板１２、
陰極１０およびパッシベーション膜１１は省略されている。
【００３５】
　図３は、図２に示すＡ－Ａ'線に沿った断面図である。
　尚、既に説明した図１は、図２に示すＢ－Ｂ’線に沿った断面図であって、封止基板１
２、陰極１０およびパッシベーション膜１１を省略せずに示した有機ＥＬ表示素子１の断
面図に相当する。
【００３６】
　図２に示すように、有機発光層９がインクジェット法などの塗布法によって形成される
場合、隣接する他の色の光を発光するための画素に発光材料組成物が浸入しないよう、バ
ンク８は、有機発光層９の周囲を取り囲んで障壁となり、各画素を区画している。
　図１および図３に示すように、本実施の形態の有機ＥＬ表示素子１では、基板２上に平
坦化膜４が配設されている。そして、その上部平面に平坦化膜４を貫通することが無いよ
うに形成された凹部１３が設けられ、平坦化膜４上に陽極６が形成された後、その凹部１
３上の陽極６の上にバンク８は形成される。すなわち、バンク８は、平坦化膜４の凹部１
３による有機発光層９周囲の凹み構造にガイドされ、形状が制御されて形成される。
【００３７】
　そして、有機発光層９を覆い、画素区画用のバンク８を覆って陰極１０が形成されてい
る。陰極１０は、複数の画素を共通に覆って形成され、共通電極をなす。陰極１０上には
、パッシベーション膜１１が設けられている。このように構成された基板２の、有機発光
層９が配置された主面は、外周端部付近に塗布されたシール剤（図示されない）を用い、
封止基板１２により封止される。
　以下、本実施の形態の有機ＥＬ表示素子１の主な構成要素について、より詳しく説明す
る。
【００３８】
　有機ＥＬ表示素子１の基板２については、有機ＥＬ表示素子１がボトムエミッション型
である場合、基板２は透明であることが求められるため、基板２の材料の例として、ＰＥ
Ｔ（ポリエチレンテレフタレート）やＰＥＮ（ポリエチレンナフタレート）、ＰＩ（ポリ
イミド）などの透明樹脂や無アルカリガラス等のガラスなどが用いられる。一方、有機Ｅ
Ｌ表示素子１がトップエミッション型の場合には、基板２は透明である必要はないので、
基板２の材料として任意の絶縁体を用いることができる。ボトムエミッション型と同様、
無アルカリガラスなど、ガラス材料を用いることも可能である。基板２の上には、平坦化
膜４が形成されるが、平坦化膜４については、後に詳述する。
【００３９】
　平坦化膜４上に形成される陽極６は、導電性の材料からなる。陽極６の材料は、有機Ｅ
Ｌ表示素子１が、ボトムエミッション型かトップエミッション型かによって異なる特性の
ものが選択される。ボトムエミッション型の場合には、陽極６が透明であることが求めら
れるので、陽極６の材料としては、ＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）やＩＺ
Ｏ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｚｉｎｃ　Ｏｘｉｄｅ）、酸化スズなどが選択される。一方、有機Ｅ
Ｌ表示素子１がトップエミッション型の場合には、陽極６に光反射性が求められ、陽極６
の材料としては、ＡＰＣ合金（銀、パラジウム、銅の合金）やＡＲＡ（銀、ルビジウム、
金の合金）、ＭｏＣｒ（モリブデンとクロムの合金）、ＮｉＣｒ（ニッケルとクロムの合
金）などが選択される。陽極６の厚さは、１００ｎｍ～５００ｎｍとすることが好ましい
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。
【００４０】
　有機ＥＬ表示素子１において、ＴＦＴ３上方の、平坦化膜４の凹部１３の上には、バン
ク８が形成されている。バンク８は、上述のように、有機発光層９の配置領域を規定する
隔壁である。バンクの高さ（バンクの上面と有機発光層９の配置領域での陽極６の上面と
の距離）は、０．１μｍ～２μｍであることが好ましく、０．８μｍ～１．２μｍである
ことがより好ましい。バンクの高さが２μｍ以上であった場合、封止基板１２がバンク８
とぶつかる恐れがある。また、バンク８の高さが０．１μｍ以下であった場合、バンク８
によって規定された領域内にインクジェット法によって塗布されたインク状の発光材料組
成物がバンク８から漏れ出すおそれがある。
【００４１】
　有機ＥＬ表示素子１のバンク８は、樹脂から形成することができる。バンク８の材料と
なる樹脂の例には、クレゾール－ノボラック樹脂、ポリビニルフェノール樹脂、アクリル
樹脂、メタクリル樹脂およびこれらの組み合わせが含まれる。またバンク８は、上述した
ように有機発光材料を含むインク状の発光材料組成物が塗布される領域を規定することか
ら、濡れ性が低いことが好ましい。バンク８の濡れ性を低くするには、バンク８をフッ素
ガスでプラズマ処理してもよいし、バンク８の樹脂原料に撥液剤を含有させてもよい。プ
ラズマ処理は有機ＥＬ表示素子の構成部材に悪影響を与えることがあるので、バンク８の
樹脂原料に撥液剤を含有させるほうが好ましい場合がある。
【００４２】
　撥液剤の例には、フッ化ビニリデン、フッ化ビニル、三フッ化エチレンなどのフッ素化
合物や、フッ素含有ポリマーなどが含まれる。
【００４３】
　バンク８に規定される領域内には、電界発光する有機発光層９が配置されている。有機
発光層９は、電界発光する有機発光材料を含む層である。有機発光層９は、バンク８によ
って規定された領域内で陽極６上に配置される。有機発光層９の厚さは５０ｎｍ～１００
ｎｍであることが好ましい。ここで有機発光層の厚さとは陽極上の有機発光層の底面から
、陽極上の有機発光層の上面までの距離を意味する。
【００４４】
　有機発光層９に含まれる有機発光材料は低分子有機発光材料であっても、高分子有機発
光材料であってもよいが、インクジェット法による塗布に好適な高分子有機発光材料であ
ることが好ましい。高分子有機発光材料としては、例えば、ポリフェニレンビニレンおよ
びその誘導体、ポリアセチレン（Ｐｏｌｙ　ａｃｅｔｙｌｅｎｅ）およびその誘導体、ポ
リフェニレン（Ｐｏｌｙ　ｐｈｅｎｙｌｅｎｅ）およびその誘導体、ポリパラフェニレン
エチレン（Ｐｏｌｙ　ｐａｒａ　ｐｈｅｎｙｌｅｎｅ　ｅｔｈｙｌｅｎｅ）およびその誘
導体、ポリ３－ヘキシルチオフェン（Ｐｏｌｙ　３－ｈｅｘｙｌ　ｔｈｉｏｐｈｅｎｅ（
Ｐ３ＨＴ））およびその誘導体、ポリフルオレン（Ｐｏｌｙ　ｆｌｕｏｒｅｎｅ　（ＰＦ
））およびその誘導体などを選択して用いることができる。
【００４５】
　尚、陽極６と有機発光層９との間には、正孔注入層および／または中間層が配置されて
いてもよい。陽極６と有機発光層９との間に、正孔注入層および中間層が配置される場合
、陽極上に正孔注入層が配置され、正孔注入層上に中間層が配置され、そして中間層上に
有機発光層９が配置される。また、陽極から有機発光層へ効率的に正孔を輸送できる限り
、正孔注入層および中間層は省略されてもよい。
【００４６】
　本実施形態の有機ＥＬ表示素子１は、有機発光層９上に陰極１０を有する。陰極１０は
、導電性部材からなる。陰極１０の材料は、有機ＥＬ表示素子１がボトムエミッション型
か、トップエミッション型かによって異なる。トップエミッション型の場合には、陰極は
、透明な電極を構成するＩＴＯ電極やＩＺＯ電極などであることが好ましい。一方、有機
ＥＬ表示素子１がボトムエミッション型の場合には陰極１０が透明である必要はない。そ
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の場合、陰極１０の構成材料は、導電性であれば特に限定されず、例えば、バリウム（Ｂ
ａ）や酸化バリウム（ＢａＯ）、アルミニウム（Ａｌ）などを選択することも可能である
。
　尚、陰極１０と有機発光層９との間には、例えば、バリウム（Ｂａ）、フッ化リチウム
（ＬｉＦ）などからなる電子注入層が配置されていてもよい。
【００４７】
　陰極１０の上には、パッシベーション膜１１を設け、その上から封止基板１２により有
機ＥＬ表示素子１を封止することが可能である。パッシベーション膜１１の作用により、
有機ＥＬ表示素子１内への水分や酸素の浸入を抑制することができる。
【００４８】
　＜平坦化膜＞
　本実施の形態の有機ＥＬ表示素子の主要構成部材である平坦化膜について説明する。
【００４９】
　図１に示すように、本実施の形態の有機ＥＬ表示素子１では、基板２上のＴＦＴ３の上
方を被覆するよう平坦化膜４が配設されている。この平坦化膜４は、基板２上に形成され
たＴＦＴ３による凹凸を平坦化する機能を備える。そして、有機ＥＬ表示素子１において
は、平坦化膜４の上部表面のＴＦＴ３上方に対応する部分に、凹部１３が形成されている
。
　この凹部１３の上方には、有機発光層９の周囲を取り囲んで障壁となるバンク８が形成
され、バンク８は隣接する各画素を区画している。
【００５０】
　バンク８については、上述のように、フォトリソグラフィー法を利用した塗膜のパター
ニングにより形成することが可能であるが、加熱硬化工程において、周囲に向かって拡が
って形成されてしまうことがある。また、インクジェット法を利用して、陽極６上、バン
クを形成しようとする場合、インク状のバンク材料組成物の塗膜を、陽極６上で、均一な
形状に制御することが難しい。その結果、バンク８の線幅が均一とならず、バンク８のエ
ッジ部分に凹凸が発生する場合があった。そうした場合、バンク８は、有機発光層９の有
効な面積を十分に確保し、かつ、有機発光層９の形状を各画素間で均一となるよう、有機
発光層９の形成領域を規定することができなくなることがある。
【００５１】
　そこで、本実施の形態の有機ＥＬ表示素子１では、バンク８の下層の平坦化膜４の上面
に平坦化膜４を貫通することが無いように形成された凹部１３を設けている。平坦化膜４
上には陽極６が配置されるが、陽極６の配置後もこの凹部１３の凹構造は維持される。そ
の結果、凹部１３は、陽極６上に塗布された、バンク８を形成する部材のガイドとなる。
したがって、フォトリソグラフィー法を利用したバンク８の形成においては、パターニン
グ後の加熱硬化工程中、パターニングされた塗膜が陽極６上で広がってしまうことを抑制
する。
【００５２】
　そして、この平坦化膜４の凹部１３は、インクジェット法を利用してバンク８を形成し
ようとする場合に特に有効なものとなる。すなわち、インク状のバンク形成組成物を凹部
１３の上に塗布することにより、凹部１３がガイドとして機能する。その結果、バンク形
成組成物の塗膜の形状は、凹部１３によって制御され、所望の細さのものとなる。そして
、形成されたバンク８では、エッジ部分の凹凸の発生が抑制される。
【００５３】
　このとき、バンク８の幅（ｔ１）と平坦化膜４の凹部１３の幅（ｔ２）との関係は、０
．８×（ｔ２）≦（ｔ１）≦１．２×（ｔ２）であることが好ましい。バンク８の幅が凹
部１３の幅の０．８倍より小さいと、凹部１３の有するガイド機能が十分に発揮されなく
なってしまう。そして、バンク８の幅が凹部１３の幅の１．２倍より大きいと、バンク８
は凹部１３上から大きくはみ出て形成されることになり、凹部１３のガイドによるバンク
形状の制御効果は小さなものとなってしまう。
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【００５４】
　そして、平坦化膜４の凹部１３の幅は、有機ＥＬ表示素子１の画素の大きさによっても
規定されるものであるが、２０μｍ～１００μｍが好ましい。また、凹部１３の深さは、
平坦化膜４を貫通しない深さであって、具体的には、０．１μｍ～１０μｍとすることが
好ましい。０．１μｍより浅いとバンク８に対するガイド機能は不十分なものとなり、１
０μｍより大きいと深すぎて、所望の十分な高さを備えたバンク８を形成することが難し
くなる。
【００５５】
　本実施の形態の有機ＥＬ表示素子１の平坦化膜４は、パターニングにより凹部１３を形
成することが容易な感放射線性樹脂組成物から形成される有機膜であることが好ましい。
そして、この感放射線性樹脂組成物は、パターニング性を有するように、（Ａ）アルカリ
可溶性樹脂と、必要な場合に（Ｂ）溶剤を含んで構成されることが好ましい。
　この（Ａ）アルカリ可溶性樹脂については、パターンニング性が良好となるように、ア
クリル系ポリマー、ポリシロキサンおよびポリイミドからなる群から選択された少なくと
も１種の樹脂を選択することが可能である。
【００５６】
　有機ＥＬ表示素子１の平坦化膜４を形成するための感放射線性樹脂組成物は、放射線が
照射されると現像液に対して溶解性が増大し、放射線照射部分が除去されるポジ型および
放射線が照射されると現像液に対して溶解性が低下し、現像後に放射線照射部分が残るネ
ガ型の何れの感放射線性樹脂組成物を選択することも可能である。
【００５７】
　例えば、ポジ型の感放射線性樹脂組成物の場合、陽極６上に感放射線性樹脂組成物の塗
膜を形成し、放射線量を調整し、放射線を照射し、現像し、次いで加熱硬化することによ
り、平坦化膜４上に平坦化膜４を貫通することが無いように形成された凹部１３を設ける
ことができる。その場合、放射線に適当な波長の光を選択し、露光量の調整と凹部のパタ
ーニングをグレイトーンマスクやハーフトーンマスクを用いて行うことが好ましい。尚、
グレイトーンマスクは、露光機の解像度以下のスリットを作り、そのスリット部が光の一
部を遮り、中間露光を実現する。一方、ハーフトーンマスクは半透過の膜を利用し、中間
露光を行うことができる。
　以下、有機ＥＬ表示素子１の平坦化膜４を形成するための感放射線性樹脂組成物の好ま
しい例とその組成について説明する。
【００５８】
［アルカリ可溶性樹脂がアクリル系ポリマーであるポジ型感放射線性樹脂組成物］
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい第１の例は、ポジ型感放射線性樹脂組成
物であり、アルカリ可溶性樹脂である（Ａ１）アクリル系ポリマーと、（Ｂ１）キノンジ
アジド化合物と、必要な場合（Ｃ１）溶剤を含んで調製することができる。
　（Ａ１）アクリル系ポリマーは、（ａ）不飽和カルボン酸または不飽和カルボン酸無水
物と（ｂ）エポキシ基を有するラジカル重合性化合物とを、（ｃ）他のラジカル重合性化
合物と共に溶剤中でラジカル共重合することにより得ることができる。
【００５９】
　不飽和カルボン酸（ａ）としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸等
のモノカルボン酸；マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、メサコン酸、イタコン酸等の
ジカルボン酸を好ましいものとして挙げることができる。さらに、不飽和カルボン酸無水
物としては、例えば、無水マレイン酸、無水イタコン酸等を好ましいものとして挙げるこ
とができる。
【００６０】
　エポキシ基を有するラジカル重合性化合物（ｂ）としては、例えば、アクリル酸グリシ
ジル、メタクリル酸グリシジル、α－エチルアクリル酸グリシジル、α－ｎ－プロピルア
クリル酸グリシジル、α－ｎ－ブチルアクリル酸グリシジル、アクリル酸－３，４－エポ
キシブチル、メタクリル酸－３，４－エポキシブチル、アクリル酸－６，７－エポキシヘ
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プチル、メタクリル酸－６，７－エポキシヘプチル、α－エチルアクリル酸－６，７－エ
ポキシヘプチル、Ｎ－［４－（２，３－エポキシプロポキシ）－３，５－ジメチルベンジ
ル］アクリルアミド、Ｎ－［４－（２，３－エポキシプロポキシ）－３，５－ジメチルフ
ェニルプロピル］アクリルアミド等を挙げることができる。
【００６１】
　本実施形態のポジ型感放射線性樹脂組成物に含有されるアクリル系ポリマー（以下「共
重合体Ｉ」と示す）を得る方法については、上述した不飽和カルボン酸または不飽和カル
ボン酸無水物とエポキシ基を有するラジカル重合性化合物との２成分系でのラジカル重合
では重合反応中にエポキシ基と不飽和カルボン酸または不飽和カルボン酸無水物が反応を
起こし、架橋が起こり、重合系がゲル化してしまう。
【００６２】
　そこで共重合体Ｉを得るためには、第３成分として他のラジカル重合性化合物を用いて
、エポキシ基とカルボン酸または酸無水物との反応を抑制しなければならない。このよう
な他のラジカル重合性化合物（ｃ）としてはモノオレフィン系不飽和化合物が好ましい。
　また、モノオレフィン系不飽和化合物を共重合体中に含有させることによって、共重合
体の機械的特性を適度にコントロールし、アルカリ水溶液に対する溶解性を調整すること
ができる。
【００６３】
　このモノオレフィン系不飽和化合物としては、例えば、メチルメタクリレート、エチル
メタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、ｓｅｃ－ブチルメタクリレート、ｔ－ブチ
ルメタクリレート等のメタクリル酸アルキルエステル；メチルアクリレート、イソプロピ
ルアクリレート等のアクリル酸アルキルエステル；シクロヘキシルメタクリレート、２－
メチルシクロヘキシルメタクリレート、ジシクロペンタニルメタクリレート、ジシクロペ
ンタニルオキシエチルメタクリレート、イソボロニルメタクリレート等のメタクリル酸環
状アルキルエステル；シクロヘキシルアクリレート、２－メチルシクロヘキシルアクリレ
ート、ジシクロペンタニルアクリレート、ジシクロペンタニルオキシエチルアクリレート
、イソボロニルアクリレート等のアクリル酸環状アルキルエステル；フェニルメタクリレ
ート、ベンジルメタクリレート等のメタクリル酸アリールエステル；フェニルアクリレー
ト、ベンジルアクリレート等のアクリル酸アリールエステル；マレイン酸ジエチル、フマ
ル酸ジエチル、イタコン酸ジエチル等のジカルボン酸のジエステル；２－ヒドロキシエチ
ルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート等のヒドロキシアルキルエス
テル；スチレン、α－メチルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－
メチルスチレン、ビニルトルエン、ｐ－メトキシスチレン、アクリロニトリル、メタクリ
ロニトリル、塩化ビニル、塩化ビニリデン、アクリルアミド、メタクリルアミド、酢酸ビ
ニル等を用いることができる。
【００６４】
　共重合体Ｉのエポキシ基を有するラジカル重合性化合物の共重合割合は、好ましくは１
０重量％～７０重量％、特に好ましくは２０重量％～５０重量％である。１０重量％未満
であると、不飽和カルボン酸や不飽和カルボン酸無水物または感放射線性酸生成化合物に
放射線を照射することによって生成する酸との反応が十分に進行し難く、組成物から得ら
れるパターンの耐熱性が十分なものとなり難くなる。また、７０重量％を超えると、共重
合体Ｉの保存安定性に問題が生じやすくなる。
【００６５】
　また、共重合体Ｉの不飽和カルボン酸または不飽和カルボン酸無水物の共重合割合は、
好ましくは５重量％～４０重量％、特に好ましくは１０重量％～３０重量％である。５重
量％未満であると、得られる共重合体がアルカリ水溶液に溶解しにくくなるので現像残り
を生じ易く十分なパターンを作り難い。逆に４０重量％を超えると、得られる共重合体の
アルカリ水溶液に対する溶解性が大きくなりすぎて放射線照射部の溶解、即ち、膜減り現
像を防ぐことが難しくなる。
【００６６】
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　共重合体Ｉの他のラジカル重合性化合物の共重合割合は、好ましくは１０重量％～７０
重量％、特に好ましくは３０重量％～５０重量％である。１０重量％未満であると、重合
反応中にゲル化が起こりやすくなる。また、７０重量％を超えると、エポキシ基を有する
ラジカル重合性化合物や不飽和カルボン酸または不飽和カルボン酸無水物の量が相対的に
少なくなることから、アルカリ水溶液に対する樹脂の溶解度が減じたり、組成物から得ら
れるパターンの耐熱性が不十分になることがある。
【００６７】
　共重合体Ｉを重合する際に用いられる溶剤としては、例えば、メタノール、エタノール
等のアルコール類；テトラヒドロフラン等のエーテル類；エチレングリコールモノメチル
エーテル等のグリコールエーテル類；メチルセロソルブアセテート等のセロソルブエステ
ル類；その他に芳香族炭化水素類、ケトン類、エステル類等が挙げられる。
【００６８】
　ラジカル重合における重合触媒としては通常のラジカル重合開始剤が使用でき、例えば
、２，２′－アゾビスイソブチロニトリル、２，２′－アゾビス－（２，４－ジメチルバ
レロニトリル）、２，２′－アゾビス－（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリ
ル）等のアゾ化合物；ベンゾイルペルオキシド、ラウロイルペルオキシド、ｔ－ブチルペ
ルオキシピバレート、１，１－ビス－（ｔ－ブチルペルオキシ）シクロヘキサン等の有機
過酸化物および過酸化水素等を挙げることができる。過酸化物をラジカル重合開始剤に使
用する場合、還元剤を組み合せてレドックス型の開始剤としてもよい。
【００６９】
　以上の共重合体Ｉの分子量およびその分布は、本実施の形態の組成物の溶液を均一に塗
布することが可能である限り、特に限定されるものではない。
【００７０】
　（Ｂ１）キノンジアジド化合物としては、例えば、１,２－ベンゾキノンジアジドスル
ホン酸エステル、１,２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル、１,２－ベンゾキノ
ンジアジドスルホン酸アミド、１,２－ナフトキノンジアジドスルホン酸アミド等を挙げ
ることができる。具体的にはＪ．Ｋｏｓａｒ著“Ｌｉｇｈｔ－Ｓｅｎｓｉｔｉｖｅ
Ｓｙｓｔｅｍｓ”３３９～３５２（１９６５）、Ｊｏｈｎ Ｗｉｌｅｙ ＆ Ｓｏｎｓ社（
Ｎｅｗ Ｙｏｒｋ）や、Ｗ．Ｓ．Ｄｅ Ｆｏｒｅｓｔ著“Ｐｈｏｔｏｒｅｓｉｓｔ”５０（
１９７５）、ＭｃＧｒａｗ－Ｈｉｌｌ、Ｉｎｃ.（Ｎｅｗ Ｙｏｒｋ）に記載されている１
,２－キノンジアジド化合物を挙げることができる。
【００７１】
　これらの中で、放射線を照射した後の４００～８００ｎｍの可視光線領域における透明
性が良好な化合物、例えば２,３,４－トリヒドロキシベンゾフェノン、２,３,４,４′－
テトラヒドロキシベンゾフェノン、３′－メトキシ－２,３,４,４′－テトラヒドロキシ
ベンゾフェノン、２,２′,５,５′－テトラメチル－２′,４,４′－トリヒドロキシトリ
フェニルメタン、４,４′－［１－［４－（１－（４－ヒドロキシフェニル）－１－メチ
ルエチル）フェニル］エチリデン］ジフェノールおよび２,４,４－トリメチル－２′,４
′,７－トリヒドロキシ－２－フェニルフラバン等の１,２－ベンゾキノンジアジド－４－
スルホン酸エステル、１,２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、または
、１,２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステルを好ましいものとして挙げる
ことができる。
【００７２】
　（Ｂ１）キノンジアジド化合物の添加量は、（Ａ１）アクリル系ポリマー１００重量部
に対して、好ましくは５重量部～１００重量部であり、特に好ましくは１０重量部～５０
重量部である。５重量部未満であると、放射線を吸収して生成する酸の量が少なくなるの
で、放射線照射前後のアルカリ水溶液に対する溶解度に差をつけることができず、パター
ニングが困難となり、さらに、共重合体Ｉのエポキシ基との反応においても、関与する酸
の量が少なくなるので、組成物から得られるパターンの耐熱性に不具合が生じる恐れがあ
る。また、１００重量部を超えると、短時間の放射線照射では添加したキノンジアジド化
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合物の大半が未だそのままの形で残存するため、アルカリ水溶液への不溶化効果が高過ぎ
て現像することが困難となる場合がある。
【００７３】
　本実施形態のポジ型感放射線性樹脂組成物は、上述した（Ａ１）および（Ｂ１）の各成
分を均一に混合することによって容易に調製することができる。混合する際、通常適当な
（Ｃ１）溶剤に溶解させて溶液の形で使用に供される。したがって、本実施形態のポジ型
感放射線性樹脂組成物は、溶剤を含有する。
　用いる（Ｃ１）溶剤としては、（Ａ１）アクリル系ポリマー（共重合体Ｉ）および（Ｂ
１）キノンジアジド化合物を均一に溶解させることができ、各成分と反応しないものが用
いられる。
【００７４】
　そのような溶剤としては、例えば、メタノール、エタノール等のアルコール類；テトラ
ヒドロフラン等のエーテル類；エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコ
ールモノエチルエーテル等のグリコールエーテル類；メチルセロソルブアセテート、エチ
ルセロソルブアセテート等のエチレングリコールアルキルエーテルアセテート類；ジエチ
レングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチ
レングリコールジメチルエーテル等のジエチレングリコール類；プロピレングリコールメ
チルエーテルアセテート、プロピレングリコールプロピルエーテルアセテート等のプロピ
レングリコールアルキルエーテルアセテート類；トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素
類；メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタ
ノン等のケトン類；２－ヒドロキシプロピオン酸エチル、２－ヒドロキシ－２－メチルプ
ロピオン酸エチル、エトキシ酢酸エチル、ヒドロキシ酢酸エチル、２－ヒドロキシ－３－
メチルブタン酸メチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロピオン酸エ
チル、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸メチル、酢酸エチル
、酢酸ブチル等のエステル類を用いることができる。
【００７５】
　さらに、Ｎ－メチルホルムアミド、Ｎ,Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチルホルム
アニリド、Ｎ－メチルアセトアミド、Ｎ,Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリ
ドン、ジメチルスルホキシド、ベンジルエチルエーテル、ジヘキシルエーテル、アセトニ
ルアセトン、イソホロン、カプロン酸、カプリル酸、１－オクタノール、１－ノナノール
、ベンジルアルコール、酢酸ベンジル、安息香酸エチル、シュウ酸ジエチル、マレイン酸
ジエチル、γ－ブチロラクトン、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、フェニルセロソルブア
セテート等の高沸点溶剤を添加することもできる。
【００７６】
　これらの溶剤の中では、溶解性、各成分との反応性および塗膜の形成のし易さから、エ
チレングリコールモノエチルエーテル等のグリコールエーテル類；エチルセロソルブアセ
テート等のエチレングリコールアルキルエーテルアセテート類；２－ヒドロキシプロピオ
ン酸エチル等のエステル類；ジエチレングリコールモノメチルエーテル等のジエチレング
リコール類が好適である。
【００７７】
　また、組成物溶液の調製にあたっては、例えば、共重合体Ｉの溶液、キノンジアジド化
合物の溶液およびその他の配合剤の溶液それぞれを別に調製しておき、使用直前にこれら
溶液を所定の割合で混合することもできる。以上のようにして調製した組成物溶液は、孔
径０.２μｍのミリポアフィルター等を用いて瀘過した後、使用に供することもできる。
【００７８】
　本実施形態のポジ型感放射線性樹脂組成物は、（Ａ１）アクリル系ポリマー、（Ｂ１）
キノンジアジド化合物、および（Ｃ１）溶剤の他、（Ｄ１）その他の配合剤を含有するこ
とができる。例えば、塗膜の硬度、耐熱性等をさらに向上させたい時には、以下に示すよ
うな（メタ）アクリル化合物、エポキシ化合物等を併用することも可能である。アクリル
化合物は、最終加熱時に（メタ）アクリル化合物自身が重合することによって形成した塗



(14) JP 2012-234748 A 2012.11.29

10

20

30

40

50

膜の硬度、耐熱性等をさらに向上させるために用いる。（メタ）アクリル化合物としては
、単官能（メタ）アクリレート、２官能（メタ）アクリレート、３官能以上の（メタ）ア
クリレートが挙げられる。
【００７９】
　（メタ）アクリル化合物の添加量は共重合体Ｉ１００重量部に対して、好ましくは５重
量部～１００重量部であり、特に好ましくは１０～３０重量部である。５重量部未満であ
ると、塗膜の最終加熱処理時に架橋点が充分に増加しないために、耐熱性、硬度等が大き
く向上しないことがある。
　また、１００重量部を超えると、前記（Ａ１）および（Ｂ１）の混合物との相溶性が悪
くなり、塗膜形成後の塗膜表面に膜荒れを生じることがある。
【００８０】
　また、エポキシ化合物は、共重合体Ｉおよび放射線照射によりキノンジアジド化合物か
ら生成する酸との反応点を最終加熱時に調整させるために用いられる。
　エポキシ化合物としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、フェノールノボ
ラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、環状脂肪族エポキシ樹脂
、グリシジルエステル系エポキシ樹脂、グリシジルアミン系エポキシ樹脂、複素環式エポ
キシ樹脂等が挙げられる。
【００８１】
　上述したエポキシ化合物の中で加熱処理後も着色しにくい点から、フェノールノボラッ
ク型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、環状脂肪族エポキシ樹脂およ
びグリシジルエステル系エポキシ樹脂が好ましい。
【００８２】
　これらエポキシ化合物の使用量は共重合体Ｉ１００重量部に対して、好ましくは５重量
部～１００重量部、より好ましくは１０重量部～５０重量部である。５重量部未満では、
共重合体Ｉおよびキノンジアジド化合物に放射線を照射することにより生成する酸との反
応点が充分に増加しないために、耐熱性、硬度等は大きく向上しない。
　また、１００重量部を超えると前記（Ａ１）および（Ｂ１）の混合物との相溶性が悪く
なり、塗膜形成後の塗膜表面に膜荒れを生じてしまうことがある。
【００８３】
　また、本実施形態のポジ型感放射線性樹脂組成物の好ましい第１の例においては、界面
活性剤を配合することもできる。
【００８４】
［アルカリ可溶性樹脂がアクリル系ポリマーであるネガ型感放射線性樹脂組成物］
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい第２の例は、ネガ型感放射線性樹脂組成
物であり、アルカリ可溶性樹脂である（Ａ２）アクリル系ポリマーと、（Ｂ２）重合性化
合物と、（Ｃ２）重合開始剤と、必要な場合（Ｄ２）溶剤を含んで調製することができる
。
【００８５】
　（Ａ２）アクリル系ポリマーとしては、上述した本実施形態の感放射線性樹脂組成物の
好ましい第１の例であるポジ型感放射線性樹脂組成物に含有された（Ａ１）アクリル系ポ
リマーと同様のものを用いることが可能である。
【００８６】
　（Ｂ２）重合性化合物としては、エチレン性不飽和結合を有する重合性化合物であれば
特に限定されないが、例えば、ω－カルボキシポリカプロラクトンモノ（メタ）アクリレ
ート、エチレングリコール（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）
アクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプ
ロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノキシエタノールフルオレンジ（
メタ）アクリレート、ジメチロールトリシクロデカンジ（メタ）アクリレート、２－ヒド
ロキシ－３－（メタ）アクリロイロキシプロピルメタクリレート、２－（２’－ビニロキ
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シエトキシ）エチル（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリ
レート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ
（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタ
エリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリ（２－（メタ）アクリロイロキシエチ
ル）フォスフェート、エチレンオキサイド変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレー
ト、コハク酸変性ペンタエリスリトールトリアクリレート等の他、直鎖アルキレン基及び
脂環式構造を有しかつ２個以上のイソシアネート基を有する化合物と、分子内に１個以上
の水酸基を有しかつ３個～５個の（メタ）アクリロイロキシ基を有する化合物とを反応さ
せて得られるウレタン（メタ）アクリレート化合物等が挙げられる。
【００８７】
　（Ｂ２）重合性化合物の市販品としては、例えば、
　アロニックス（登録商標）Ｍ－４００、同Ｍ－４０２、同Ｍ－４０５、同Ｍ－４５０、
同Ｍ－１３１０、同Ｍ－１６００、同Ｍ－１９６０、同Ｍ－７１００、同Ｍ－８０３０、
同Ｍ－８０６０、同Ｍ－８１００、同Ｍ－８５３０、同Ｍ－８５６０、同Ｍ－９０５０、
アロニックス（登録商標）ＴＯ－７５６、同ＴＯ－１４５０、同ＴＯ－１３８２（以上、
東亞合成製）、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＤＰＨＡ、同ＤＰＣＡ－２０、同ＤＰＣＡ－
３０、同ＤＰＣＡ－６０、同ＤＰＣＡ－１２０、同ＭＡＸ－３５１０（以上、日本化薬製
）、ビスコート２９５、同３００、同３６０、同ＧＰＴ、同３ＰＡ、同４００（以上、大
阪有機化学工業製）、ウレタンアクリレート系化合物としてニューフロンティア（登録商
標）Ｒ－１１５０（第一工業製薬製）、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＤＰＨＡ、ＫＡＹＡ
ＲＡＤ（登録商標）ＤＰＨＡ－４０Ｈ、ＵＸ－５０００（日本化薬製）、ＵＮ－９０００
Ｈ（根上工業製）、アロニックス（登録商標）Ｍ－５３００、同Ｍ－５６００、同Ｍ－５
７００、同Ｍ－２１０、同Ｍ－２２０、同Ｍ－２４０、同Ｍ－２７０、同Ｍ－６２００、
同Ｍ－３０５、同Ｍ－３０９、同Ｍ－３１０、同Ｍ－３１５（以上、東亞合成製）、ＫＡ
ＹＡＲＡＤ（登録商標）ＨＤＤＡ、ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）ＨＸ－２２０、同ＨＸ－
６２０、同Ｒ－５２６、同Ｒ－１６７、同Ｒ－６０４、同Ｒ－６８４、同Ｒ－５５１、同
Ｒ－７１２、ＵＸ－２２０１、ＵＸ－２３０１、ＵＸ－３２０４、ＵＸ－３３０１、ＵＸ
－４１０１、ＵＸ－６１０１、ＵＸ－７１０１、ＵＸ－８１０１、ＵＸ－０９３７、ＭＵ
－２１００、ＭＵ－４００１（以上、日本化薬製）、アートレジンＵＮ－９０００ＰＥＰ
、同ＵＮ－９２００Ａ、同ＵＮ－７６００、同ＵＮ－３３３、同ＵＮ－１００３、同ＵＮ
－１２５５、同ＵＮ－６０６０ＰＴＭ、同ＵＮ－６０６０Ｐ、同ＳＨ－５００Ｂ（以上、
根上工業製）、ビスコート２６０、同３１２、同３３５ＨＰ（以上、大阪有機化学工業製
）等が挙げられる。
【００８８】
　（Ｂ２）重合性化合物は、単独または２種以上を選択して使用することができる。本実
施形態の感放射線性樹脂組成物における（Ｂ２）重合性化合物の含有割合としては、（Ａ
２）アクリル系ポリマー１００質量部に対して１０質量部～３００質量部が好ましく、２
０質量部～２００質量部がより好ましい。（Ｂ２）重合性化合物の含有割合を上記特定範
囲とすることで、感放射線性樹脂組成物は、高い感度で凹部を有する平坦化膜を形成する
ことが可能となる。
【００８９】
　本実施形態のネガ型感放射線性樹脂組成物に含有される（Ｃ２）重合開始剤としては、
感放射線性の重合開始剤を使用することができる。そして、（Ｃ２）重合開始剤が光重合
開始剤である場合、（Ｃ２）重合開始剤は光に感応して（Ｂ２）重合性化合物の重合を開
始しうる活性種を生じる成分となる。このような（Ｃ２）重合開始剤としては、光重合開
始剤であるＯ－アシルオキシム化合物、アセトフェノン化合物、ビイミダゾール化合物等
が挙げられる。これらの化合物は、単独で使用してもよいし２種以上を混合して使用して
もよい。
【００９０】
　Ｏ－アシルオキシム化合物としては、例えば、１，２－オクタンジオン１－［４－（フ
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ェニルチオ）－２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）］、エタノン－１－〔９－エチル－６－
（２－メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキ
シム）、１－〔９－エチル－６－ベンゾイル－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕－オ
クタン－１－オンオキシム－Ｏ－アセテート、１－〔９－エチル－６－（２－メチルベン
ゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕－エタン－１－オンオキシム－Ｏ－ベン
ゾエート、１－〔９－ｎ－ブチル－６－（２－エチルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾ
ール－３－イル〕－エタン－１－オンオキシム－Ｏ－ベンゾエート、エタノン－１－［９
－エチル－６－（２－メチル－４－テトラヒドロフラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カル
バゾール－３－イル］－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－エチル－
６－（２－メチル－４－テトラヒドロピラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－
３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－エチル－６－（２－
メチル－５－テトラヒドロフラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕
－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－エチル－６－｛２－メチル－４
－（２，２－ジメチル－１，３－ジオキソラニル）メトキシベンゾイル｝－９．Ｈ．－カ
ルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）等が挙げられる。
【００９１】
　これらのうち、１，２－オクタンジオン１－［４－（フェニルチオ）－２－（Ｏ－ベン
ゾイルオキシム）］、エタノン－１－〔９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）－９
Ｈ－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン－１－〔９－
エチル－６－（２－メチル－４－テトラヒドロフラニルメトキシベンゾイル）－９．Ｈ．
－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）又はエタノン－１－〔９－
エチル－６－｛２－メチル－４－（２，２－ジメチル－１，３－ジオキソラニル）メトキ
シベンゾイル｝－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕－１－（Ｏ－アセチルオキシム）
が好ましい。
【００９２】
　アセトフェノン化合物としては、例えば、α－アミノケトン化合物、α－ヒドロキシケ
トン化合物が挙げられる。
　α－アミノケトン化合物としては、例えば、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－
（４－モルホリノフェニル）－ブタン－１－オン、２－ジメチルアミノ－２－（４－メチ
ルベンジル）－１－（４－モルフォリン－４－イル－フェニル）－ブタン－１－オン、２
－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン等が
挙げられる。
　α－ヒドロキシケトン化合物としては、例えば、１－フェニル－２－ヒドロキシ－２－
メチルプロパン－１－オン、１－（４－ｉ－プロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－
メチルプロパン－１－オン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキ
シ－２－プロピル）ケトン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン等が挙げられ
る。
【００９３】
　これらのうちα－アミノケトン化合物が好ましく、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ
－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタン－１－オン、２－ジメチルアミノ－２－（４
－メチルベンジル）－１－（４－モルフォリン－４－イル－フェニル）－ブタン－１－オ
ン、２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オ
ンがより好ましい。
【００９４】
　ビイミダゾール化合物としては、例えば、２，２’－ビス（２－クロロフェニル）－４
，４’，５，５’－テトラキス（４－エトキシカルボニルフェニル）－１，２’－ビイミ
ダゾール、２，２’－ビス（２－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニ
ル－１，２’－ビイミダゾール、２，２’－ビス（２，４－ジクロロフェニル）－４，４
’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾール、２，２’－ビス（２，４，
６－トリクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダ
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’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾール、２，２’－ビス（２，４－
ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾール
又は２，２’－ビス（２，４，６－トリクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラ
フェニル－１，２’－ビイミダゾールが好ましく、２，２’－ビス（２，４－ジクロロフ
ェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾールがより好ま
しい。
【００９５】
　（Ｃ２）重合開始剤の含有割合としては、（Ａ２）アクリル系ポリマー１００質量部に
対して、０．１質量部～４０質量部が好ましく、１質量部～３０質量部がより好ましい。
（Ｃ２）重合開始剤の含有割合を上記特定範囲とすることで、感放射線性樹脂組成物は、
高感度で凹部を有する平坦化膜を形成することが可能となる。
【００９６】
　本実施形態のネガ型感放射線性樹脂組成物は、上述した（Ａ２）、（Ｂ２）および（Ｃ
２）の各成分を均一に混合することによって容易に調製することができる。混合する際、
通常適当な（Ｄ２）溶剤に溶解させて溶液の形で使用に供される。したがって、本実施形
態のネガ型感放射線性樹脂組成物は、（Ｄ２）溶剤を含有することができる。
　用いる（Ｄ２）溶剤としては、上述した本実施形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい
第１の例であるポジ型感放射線性樹脂組成物に用いられた（Ｃ１）溶剤と同様のものを用
いることが可能である。
【００９７】
［アルカリ可溶性樹脂がポリシロキサンである感放射線性樹脂組成物］
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい第３の例は、アルカリ可溶性樹脂である
（Ａ３）ポリシロキサンと、（Ｂ３）キノンジアジド化合物と、必要な場合に（Ｃ３）溶
剤を含んで調製することができる。その場合、本実施形態の感放射線性樹脂組成物はポジ
型感放射線性樹脂組成物となる。
【００９８】
　（Ａ３）ポリシロキサンの好ましい形態としては、下記の一般式（１）で表されるオル
ガノシランの１種以上を混合、反応させることによって得られるシロキサンポリマー、ま
たは、下記の一般式（２）で表される直鎖状ポリシロキサンの１種以上を混合、反応させ
ることによって得られるシロキサンポリマー、あるいは一般式（１）で表されるオルガノ
シランを１種以上と一般式（２）で表される直鎖状ポリシロキサンの１種以上とを混合、
反応させることによって得られるシロキサンポリマーが挙げられる。
【００９９】
【化１】

【０１００】
　Ｒ１は水素、炭素数１～１０のアルキル基、炭素数２～１０のアルケニル基、炭素数６
～１５のアリール基のいずれかを表し、複数のＲ１はそれぞれ同じでも異なっていてもよ
い。Ｒ２は水素、炭素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアシル基、炭素数６～１５
のアリール基のいずれかを表し、複数のＲ２はそれぞれ同じでも異なっていてもよい。ｎ
は０から３の整数を表す。
【０１０１】
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【化２】

【０１０２】
　Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６は、それぞれ独立して水素、炭素数１～６のアルキル基、炭素
数２～６のアルケニル基、炭素数６～１５のアリール基のいずれかを表し、複数のＲ３、
Ｒ４はそれぞれ同じでも異なっていてもよい。Ｒ７、Ｒ８は、それぞれ独立して水素、炭
素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアシル基、炭素数６～１５のアリール基のいず
れかを表す。ｍは１から１０００の範囲を表す。
【０１０３】
　一般式（１）のオルガノシランにおいて、Ｒ１は、水素、炭素数１～１０のアルキル基
、炭素数２～１０のアルケニル基、炭素数６～１５のアリール基のいずれかを表し、複数
のＲ１はそれぞれ同じでも異なっていてもよい。また、これらのアルキル基、アルケニル
基、アリール基はいずれも無置換体、置換体のどちらでもよく、組成物の特性に応じて選
択できる。アルキル基の具体例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプ
ロピル基、ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－デシル基、トリフルオロ
メチル基、３，３，３－トリフルオロプロピル基、３－グリシドキシプロピル基、２－（
３、４－エポキシシクロヘキシル）エチル基、３－アミノプロピル基、３－メルカプトプ
ロピル基、３－イソシアネートプロピル基が挙げられる。アルケニル基の具体例としては
、ビニル基、３－アクリロキシプロピル基、３－メタクリロキシプロピル基が挙げられる
。アリール基の具体例としては、フェニル基、トリル基、ｐ－ヒドロキシフェニル基、１
－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチル基、２－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチル基、４
－ヒドロキシ－５－（ｐ－ヒドロキシフェニルカルボニルオキシ）ペンチル基、ナフチル
基が挙げられる。
【０１０４】
　一般式（１）のＲ２は水素、炭素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアシル基、炭
素数６～１５のアリール基のいずれかを表し、複数のＲ２はそれぞれ同じでも異なってい
てもよい。また、これらのアルキル基、アシル基はいずれも無置換体、置換体のどちらで
もよく、組成物の特性に応じて選択できる。アルキル基の具体例としては、メチル基、エ
チル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基が挙げられる。アシル基の具体
例としては、アセチル基が挙げられる。アリール基の具体例としては、フェニル基が挙げ
られる。
【０１０５】
　一般式（１）のｎは０から３の整数を表す。ｎ＝０の場合は４官能性シラン、ｎ＝１の
場合は３官能性シラン、ｎ＝２の場合は２官能性シラン、ｎ＝３の場合は１官能性シラン
である。
【０１０６】
　一般式（１）で表されるオルガノシランの具体例としては、テトラメトキシシラン、テ
トラエトキシシラン、テトラアセトキシシラン、テトラフェノキシシランなどの４官能性
シラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリイソプロポ
キシシラン、メチルトリｎ－ブトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、エチルトリエ
トキシシラン、エチルトリイソプロポキシシラン、エチルトリｎ－ブトキシシラン、ｎ－
プロピルトリメトキシシラン、ｎ－プロピルトリエトキシシラン、ｎ－ブチルトリメトキ
シシラン、ｎ－ブチルトリエトキシシラン、ｎ－ヘキシルトリメトキシシラン、ｎ－ヘキ
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シルトリエトキシシラン、デシルトリメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニ
ルトリエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリ
ロキシプロピルトリエトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、フ
ェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、ｐ－ヒドロキシフェニルトリ
メトキシシラン、１－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチルトリメトキシシラン、２－（ｐ
－ヒドロキシフェニル）エチルトリメトキシシラン、４－ヒドロキシ－５－（ｐ－ヒドロ
キシフェニルカルボニルオキシ）ペンチルトリメトキシシラン、トリフルオロメチルトリ
メトキシシラン、トリフルオロメチルトリエトキシシラン、３，３，３－トリフルオロプ
ロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピ
ルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキ
シプロピルトリエトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメ
トキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシランなどの３官能性シラン、ジメ
チルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシラン、ジメチルジアセトキシシラン、ジｎ－
ブチルジメトキシシラン、ジフェニルジメトキシシランなどの２官能性シラン、トリメチ
ルメトキシシラン、トリｎ－ブチルエトキシシランなどの１官能性シランが挙げられる。
【０１０７】
　これらのオルガノシランのうち、硬化膜の耐クラック性と硬度の点から３官能性シラン
が好ましく用いられる。また、これらのオルガノシランは単独で使用しても、２種以上を
組み合わせて使用してもよい。
【０１０８】
　一般式（２）の直鎖状ポリシロキサンにおいて、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６は、それぞれ
独立して水素、炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～６のアルケニル基、炭素数６～１
５のアリール基のいずれかを表し、複数のＲ３、Ｒ４はそれぞれ同じでも異なっていても
よい。また、これらのアルキル基、アルケニル基、アリール基はいずれも無置換体、置換
体のどちらでもよく、組成物の特性に応じて選択できる。アルキル基の具体例としては、
メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基が挙げられる。アルケニル基の具体例としては、ビ
ニル基、アクリロキシプロピル基、メタクリロキシプロピル基が挙げられる。アリール基
の具体例としては、フェニル基、トリル基、ナフチル基が挙げられる。
【０１０９】
　一般式（２）のＲ７、Ｒ８は、それぞれ独立して水素、炭素数１～６のアルキル基、炭
素数１～６のアシル基、炭素数６～１５のアリール基のいずれかを表す。これらのアルキ
ル基、アシル基はいずれも無置換体、置換体のどちらでもよく、組成物の特性に応じて選
択できる。アルキル基の具体例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプ
ロピル基、ｎ－ブチル基が挙げられる。アシル基の具体例としては、アセチル基が挙げら
れる。アリール基の具体例としては、フェニル基が挙げられる。
【０１１０】
　一般式（２）のｍは１から１，０００の範囲であり、好ましくは２～１００の範囲、さ
らに好ましくは３～５０の範囲である。ｍが１，０００より大きいと、膜が白濁し、透明
性が低下する。
【０１１１】
　直鎖状ポリシロキサンを用いることで、貯蔵安定性、耐クラック性、耐熱性、透明性、
低誘電率性、高硬度のすべてにおいて優れた効果を有する。特に、貯蔵安定性について、
直鎖状ポリシロキサンは重要な働きをしている。これは、直鎖状ポリシロキサンとオルガ
ノシランとの部分縮合物において、直鎖状ポリシロキサンが橋かけ的に存在するため、貯
蔵中の未反応シラノール基の縮合反応が抑制されるためと示唆される。
【０１１２】
　一般式（１）で表されるオルガノシランと、一般式（２）で表される直鎖状ポリシロキ
サンを混合して用いる場合の混合比率は特に制限は無いが、好ましくはＳｉ原子モル数で
オルガノシラン／直鎖状ポリシロキサン＝１００／０～５０／５０である。直鎖状ポリシ
ロキサンが５０モル％より多いと、相分離が起こり、塗布膜が白濁して透明性が低下する
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。ただし、上述の通り、透明性の観点からＳｉ原子に対するフェノール性水酸基の含有率
が２０モル％以下であることが好ましいので、フェノール性水酸基を有するオルガノシラ
ンの添加量はＳｉ原子モル数で２０モル％以下であることが好ましい。
【０１１３】
　また、本実施の形態の感放射線性樹脂組成物に含有される（Ａ３）ポリシロキサンは、
上述のオルガノシランと直鎖状ポリシロキサン以外に、シリカ粒子を混合、反応させて合
成することが好ましい。シリカ粒子を混合、反応させることで、パターン解像度がさらに
向上する。これは、ポリマー中にシリカ粒子が組み込まれることで、膜のガラス転移温度
が高くなり熱硬化時のパターンだれが抑えられるためと考えられる。
【０１１４】
　シリカ粒子の数平均粒子径は、好ましくは２ｎｍ～２００ｎｍであり、さらに好ましく
は５ｎｍ～７０ｎｍである。２ｎｍより小さいとパターン解像度の向上が十分ではなく、
２００ｎｍより大きいと硬化膜が光散乱し透明性が低下する。ここで、シリカ粒子の数平
均粒子径は、種々のパーティクルカウンターを用いて測定することができる。
【０１１５】
　シリカ粒子を用いる場合の混合比率は特に制限されないが、Ｓｉ原子モル数でポリマー
全体のＳｉ原子モル数に対して３０％以下が好ましい。シリカ粒子が３０％より多いと、
（Ａ３）ポリシロキサンと（Ｂ３）キノンジアジド化合物との相溶性が悪くなり、硬化膜
の透明性が低下する。
　また、（Ａ３）ポリシロキサン中において、膜の耐クラック性と硬度を両立させる観点
から、（Ａ３）ポリシロキサン中にあるフェニル基の含有率はＳｉ原子に対して５モル％
～６０モル％が好ましく、さらに好ましくは１０モル％～４５モル％である。フェニル基
の含有率が６０モル％より多いと硬度が低下し、フェニル基含有率が５モル％より少ない
と耐クラック性が低下する。
【０１１６】
　また、本実施の形態で用いる（Ａ３）ポリシロキサンの重量平均分子量（Ｍｗ）は特に
制限されないが、好ましくはＧＰＣ（ゲルパーミネーションクロマトグラフィ）で測定さ
れるポリスチレン換算で１，０００～１００，０００、さらに好ましくは２，０００～５
０，０００である。Ｍｗが１，０００より小さいと塗膜性が悪くなり、１００，０００よ
り大きいとパターン形成時の現像液への溶解性が悪くなる。
【０１１７】
　本実施の形態の感放射線性樹脂組成物に含有される（Ａ３）ポリシロキサンは、上述の
オルガノシラン、直鎖状ポリシロキサン、シリカ粒子の混合物を加水分解および部分縮合
させることにより得られる。加水分解および部分縮合には一般的な方法を用いることがで
きる。例えば、混合物に溶剤、水、必要に応じて触媒を添加し、５０℃～１５０℃で０．
５時間～１００時間程度加熱攪拌する。なお、攪拌中、必要に応じて蒸留によって加水分
解副生物（メタノールなどのアルコール）や縮合副生物（水）を留去してもよい。
【０１１８】
　上記の反応溶剤としては特に制限は無いが、通常は後述する（Ｃ３）溶剤と同様のもの
が用いられる。溶剤の添加量はオルガノシランと直鎖状ポリシロキサンの混合物１００重
量部に対して１０重量部～１０００重量部が好ましい。また加水分解反応に用いる水の添
加量は、加水分解性基１モルに対して０．５モル～２モルが好ましい。なお、上述のオル
ガノシラン中にシリカ粒子が含まれる場合においても溶剤の好ましい添加量は同じ範囲で
ある。
【０１１９】
　必要に応じて添加される触媒に特に制限はないが、酸触媒、塩基触媒が好ましく用いら
れる。酸触媒の具体例としては塩酸、硝酸、硫酸、フッ酸、リン酸、酢酸、トリフルオロ
酢酸、ギ酸、多価カルボン酸あるいはその無水物、イオン交換樹脂が挙げられる。塩基触
媒の具体例としては、トリエチルアミン、トリプロピルアミン、トリブチルアミン、トリ
ペンチルアミン、トリヘキシルアミン、トリヘプチルアミン、トリオクチルアミン、ジエ
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チルアミン、トリエタノールアミン、ジエタノールアミン、水酸化ナトリウム、水酸化カ
リウム、アミノ基を有するアルコキシシラン、イオン交換樹脂が挙げられる。触媒の添加
量はオルガノシランと直鎖状ポリシロキサンの混合物１００重量部に対して０．０１重量
部～１０重量部が好ましい。
【０１２０】
　本実施の形態の感放射線性樹脂組成物は、（Ｂ３）キノンジアジド化合物を含有する。
（Ｂ３）キノンジアジド化合物の例としては、上述した好ましい第１の例の、（Ａ１）ア
クリル系ポリマーを含むポジ型感放射線性樹脂組成物の（Ｂ１）キノンジアジド化合物と
同様の化合物を用いることができる。
【０１２１】
　（Ｂ３）キノンジアジド化合物の添加量について、特に制限は無いが、好ましくは（Ａ
３）ポリシロキサンに対して０．１重量％～１０重量％である。より好ましくは０．１重
量％～４重量％である。また好ましくは１重量％～４重量％である。（Ｂ３）キノンジア
ジド化合物の添加量が０．１重量％より少ない場合、露光部と未露光部との溶解コントラ
ストが低すぎて、所望する感光性を有さない。また、さらに良好な溶解コントラストを得
るためには１重量％以上が好ましい。一方、（Ｂ３）キノンジアジド化合物の添加量が４
重量％より多い場合、シロキサンポリマーとキノンジアジド化合物との相溶性が悪くなる
ことによる塗布膜の白化が起こるほか、熱硬化時に起こるキノンジアジド化合物の分解に
よる着色が顕著になるために、硬化膜の無色透明性が低下する。キノンジアジド化合物の
添加量が１０重量％より多い場合、硬化膜の透明性がさらに低下し、十分な透明性を確保
できない場合がある。キノンジアジド化合物の添加量が４重量％より多く１０重量％以下
の場合は、シロキサンポリマー中のフェニル基の含有量や、後述する溶剤中のカルボニル
基を有する環状化合物の含有量の調節により、良好な無色透明性を有する硬化膜を得るこ
とができる。
【０１２２】
　本実施の形態の感放射線性樹脂組成物の場合、（Ｂ３）キノンジアジド化合物に特に制
限は無いが、好ましくはフェノール性水酸基を有する化合物にナフトキノンジアジドスル
ホン酸がエステル結合した化合物である。
【０１２３】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい第３の例は、（Ａ３）ポリシロキサンお
よび（Ｂ３）キノンジアジド化合物に加え、（Ｃ３）溶剤を含む。（Ｃ３）溶剤について
は、上述した好ましい第１の例の、（Ａ１）アクリル系ポリマーを含むポジ型感放射線性
樹脂組成物の（Ｃ１）溶剤と同様のものを使用できる。そして、好ましくはアルコール性
水酸基を有する化合物および／またはカルボニル基を有する環状化合物が用いられる。こ
れらの溶剤を用いると、（Ａ３）ポリシロキサンと（Ｂ３）キノンジアジド化合物とが均
一に溶解し、組成物を塗布成膜しても膜は白化することなく、高透明性が達成できる。
【０１２４】
　アルコール性水酸基を有する化合物に特に制限は無いが、好ましくは大気圧下の沸点が
１１０℃～２５０℃である化合物である。沸点が２５０℃より高いと膜中の残存溶剤量が
多くなり硬化加熱時の膜収縮が大きくなり、良好な平坦性が得られなくなる。一方、沸点
が１１０℃より低いと、塗膜時の乾燥が速すぎて膜表面が荒れるなど塗膜性が悪くなる。
【０１２５】
　アルコール性水酸基を有する化合物の具体例としては、アセトール、３－ヒドロキシ－
３－メチル－２－ブタノン、４－ヒドロキシ－３－メチル－２－ブタノン、５－ヒドロキ
シ－２－ペンタノン、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン（ジアセトンアルコ
ール）、乳酸エチル、乳酸ブチル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレ
ングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノｎ－プロピルエーテル、プ
ロピレングリコールモノｎ－ブチルエーテル、プロピレングリコールモノｔ－ブチルエー
テル、３－メトキシ－１－ブタノール、３－メチル－３－メトキシ－１－ブタノールが挙
げられる。これらの中でも、さらにカルボニル基を有する化合物が好ましく、特にジアセ
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単独、あるいは２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【０１２６】
　カルボニル基を有する環状化合物に特に制限は無いが、好ましくは大気圧下の沸点が１
５０℃～２５０℃である化合物である。沸点が２５０℃より高いと膜中の残存溶剤量が多
くなり加熱硬化時の膜収縮が大きくなり、良好な平坦性が得られなくなる。一方、沸点が
１５０℃より低いと、塗膜時の乾燥が速すぎて膜表面が荒れるなど塗膜性が悪くなる。カ
ルボニル基を有する環状化合物の具体例としては、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラク
トン、δ－バレロラクトン、炭酸プロピレン、Ｎ－メチルピロリドン、シクロヘキサノン
、シクロヘプタノンが挙げられる。これらの中でも、特にγ－ブチロラクトンが好ましく
用いられる。これらのカルボニル基を有する環状化合物は、単独、あるいは２種以上を組
み合わせて使用してもよい。
【０１２７】
　上述のアルコール性水酸基を有する化合物とカルボニル基を有する環状化合物は、単独
でも、あるいは各々混合して用いても良い。混合して用いる場合、その重量比率に特に制
限は無いが、好ましくはアルコール性水酸基を有する化合物／カルボニル基を有する環状
化合物＝９９／１～５０／５０、さらに好ましくは９７／３～６０／４０である。アルコ
ール性水酸基を有する化合物が９９重量％より多い（カルボニル基を有する環状化合物が
１重量％より少ない）と、（Ａ３）ポリシロキサンと（Ｂ３）キノンジアジド化合物との
相溶性が悪く、硬化膜が白化して透明性が低下する。また、アルコール性水酸基を有する
化合物が５０重量％より少ない（カルボニル基を有する環状化合物が５０重量％より多い
）と、ポリシロキサン中の未反応シラノール基の縮合反応が起こり易くなり、貯蔵安定性
が悪くなる。
【０１２８】
　また、本実施形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい第３の例は、本発明の効果を損な
わない限り、その他の溶剤を含有してもよい。さらに、本実施の形態の感放射線性樹脂組
成物は、増感剤や、熱酸発生剤を含有しても良い。熱酸発生剤を含有することによって、
熱硬化時に酸が発生してポリシロキサン中の未反応シラノール基が縮合し、膜の硬度が向
上する。
【０１２９】
［アルカリ可溶性樹脂がポリイミドである感放射線性樹脂組成物］
　本実施の形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい第４の例は、アルカリ可溶性樹脂であ
る（Ａ４）ポリイミドと、（Ｂ４）キノンジアジド化合物と、必要な場合（Ｃ４）溶剤を
含んで調製することができる。その場合、本実施の形態の感放射線性樹脂組成物はポジ型
感放射線性樹脂組成物となる。
【０１３０】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の第４の例は、一般式（３）で表される構造を主成
分とするポリマーを含有する。一般式（３）で表される構造を主成分とするポリマーは、
加熱あるいは適当な触媒により、イミド環、オキサゾール環、その他の環状構造を有する
ポリマーとなり得るものである。好ましくはポリイミド前駆体のポリアミド酸またはポリ
アミド酸エステル、ポリベンゾオキサゾール前駆体のポリヒドロキシアミドである。環状
構造となることで、耐熱性、耐溶剤性が飛躍的に向上する。ここで、主成分とは、一般式
（３）で表される構造のうちのｎ個の構造単位を、ポリマーの全構造単位の５０モル％以
上有することを意味する。７０モル％以上含有することが好ましく、９０モル％以上含有
することがより好ましい。
【０１３１】
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【化３】

【０１３２】
　上記一般式（３）中、Ｒ１０は炭素数２以上の２価～８価の有機基を示し、酸の構造成
分を表している。Ｒ１０が２価となる酸としては、テレフタル酸、イソフタル酸、ジフェ
ニルエーテルジカルボン酸、ナフタレンジカルボン酸、ビス（カルボキシフェニル）プロ
パンなどの芳香族ジカルボン酸、シクロヘキサンジカルボン酸、アジピン酸などの脂肪族
ジカルボン酸などを挙げることができる。Ｒ１０が３価となる酸としては、トリメリット
酸、トリメシン酸などのトリカルボン酸などを挙げることができる。Ｒ１０が４価となる
酸としてはピロメリット酸、ベンゾフェノンテトラカルボン酸、ビフェニルテトラカルボ
ン酸、ジフェニルエーテルテトラカルボン酸、ジフェニルスルホンテトラカルボン酸など
の芳香族テトラカルボン酸や、ブタンテトラカルボン酸、シクロペンタンテトラカルボン
酸などの脂肪族テトラカルボン酸、これらのカルボキシル基２個の水素原子をメチル基や
エチル基にしたジエステル化合物などを挙げることができる。また、ヒドロキシフタル酸
、ヒドロキシトリメリット酸などの水酸基を有する酸も挙げることができる。これら酸成
分を２種以上用いてもかまわないが、テトラカルボン酸の残基を１モル％～４０モル％含
むことが好ましい。また、アルカリ現像液に対する溶解性や感光性の点から、水酸基を有
する酸の残基を５０モル％以上含むことが好ましい。
【０１３３】
　Ｒ１０は、耐熱性の点から芳香族環を有することが好ましく、炭素数６～３０の３価ま
たは４価の有機基がさらに好ましい。
【０１３４】
　一般式（３）中、Ｒ１１は炭素数２個以上の２価～８価の有機基を示し、ジアミンの構
造成分を表している。Ｒ１１は、耐熱性の点から芳香族環を有することが好ましい。ジア
ミンの具体的な例としては、フェニレンジアミン、ジアミノジフェニルエーテル、アミノ
フェノキシベンゼン、ジアミノジフェニルメタン、ジアミノジフェニルスルホン、ビス（
トリフルオロメチル）ベンチジン、ビス（アミノフェノキシフェニル）プロパン、ビス（
アミノフェノキシフェニル）スルホン、ビス（アミノ－ヒドロキシ－フェニル）ヘキサフ
ルオロプロパン、ジアミノジヒドロキシピリミジン、ジアミノジヒドロキシピリジン、ヒ
ドロキシ－ジアミノ－ピリミジン、ジアミノフェノール、ジヒドロキシベンチジン、ジア
ミノ安息香酸、ジアミノテレフタル酸、これらの芳香族環の水素をアルキル基やハロゲン
原子で置換した化合物や、脂肪族のシクロヘキシルジアミン、メチレンビスシクロヘキシ
ルアミン、ヘキサメチレンジアミンなどを挙げることができる。
【０１３５】
　一般式（３）のＲ１２およびＲ１３はそれぞれ同じでも異なっていてもよく、水素また
は炭素数１～２０の１価の有機基を示す。アルカリ現像液に対する溶解性と、得られる感
光性樹脂組成物の溶液安定性の点から、Ｒ１２およびＲ１３のそれぞれ１０モル％～９０
モル％が水素であることが好ましい。さらに、Ｒ１２およびＲ１３がそれぞれ炭素数１～
１６の１価の炭化水素基を少なくとも１つ以上含有し、その他は水素原子であることがよ
り好ましい。
【０１３６】
　また、一般式（３）のｌおよびｍはカルボキシル基またはエステル基の数を示し、０～
２の整数を示す。好ましくは１または２である。一般式（３）のｐおよびｑは０～４の整
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数を示し、ｐ＋ｑ＞０である。一般式（１）のｎはポリマーの構造単位の繰り返し数を示
しており、１０～１００，０００の範囲である。ｎが１０未満であると、ポリマーのアル
カリ現像液への溶解性が大きくなり過ぎ、露光部と未露光部のコントラストが得られず所
望のパターンが形成できない場合がある。一方、ｎが１００，０００より大きいと、ポリ
マーのアルカリ現像液への溶解性が小さくなり過ぎ、露光部が溶解せず、所望のパターン
が形成できない。ポリマーのアルカリ現像液への溶解性の面から、ｎは１，０００以下が
好ましく、１００以下がより好ましい。また、伸度向上の面から、ｎは２０以上が好まし
い。
【０１３７】
　本実施形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい第４の例は、（Ａ４）ポリイミドと、（
Ｂ４）キノンジアジド化合物と、必要な場合に（Ｃ４）溶剤を含む。本実施の形態では、
（Ｂ４）キノンジアジド化合物として、ポリヒドロキシ化合物にキノンジアジドのスルホ
ン酸がエステルで結合したもの、ポリアミノ化合物にキノンジアジドのスルホン酸がスル
ホンアミド結合したもの、ポリヒドロキシポリアミノ化合物にキノンジアジドのスルホン
酸がエステル結合および／またはスルホンアミド結合したものなどが好ましく用いられる
。これらポリヒドロキシ化合物やポリアミノ化合物の全ての官能基がキノンジアジドで置
換されていなくてもよいが、露光部と未露光部のコントラストの観点から、官能基全体の
５０モル％以上がキノンジアジドで置換されていることが好ましい。このようなキノンジ
アジド化合物を用いることで、放射線として、一般的な紫外線である水銀灯のｉ線（３６
５ｎｍ）、ｈ線（４０５ｎｍ）、ｇ線（４３６ｎｍ）を用いた場合に、好適に感光するポ
ジ型の感光性樹脂組成物を得ることができる。本実施の形態において、キノンジアジドは
５－ナフトキノンジアジドスルホニル基、４－ナフトキノンジアジドスルホニル基のいず
れも好ましく用いられる。露光する波長によって４－ナフトキノンジアジドスルホニルエ
ステル化合物、５－ナフトキノンジアジドスルホニルエステル化合物を選択することが好
ましく、これらを２種以上含有してもよい。また、同一分子中に４－ナフトキノンジアジ
ドスルホニル基、５－ナフトキノンジアジドスルホニル基を有するナフトキノンジアジド
スルホニルエステル化合物を含有してもよい。
【０１３８】
　本実施の形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい第４の例において、（Ｂ４）キノンジ
アジド化合物の分子量は３５０以上１，２００以下が好ましい。
【０１３９】
　本実施の形態の感放射線性樹脂組成物は、必要な場合に（Ｃ４）溶剤を含有することが
できる。（Ｃ４）溶剤としては、上述した本実施の形態の感放射線性樹脂組成物の好まし
い第１の例において挙げられた（Ｃ１）溶剤と同様のものを用いることができる。例えば
、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、γ－ブチロラクトン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、
Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、ジメチルスルホキシドなどの極性の非プロトン性溶剤、
テトラヒドロフラン、ジオキサン、プロピレングリコールモノメチルエーテルなどのエー
テル類、アセトン、メチルエチルケトン、ジイソブチルケトン、ジアセトンアルコールな
どのケトン類、酢酸エチル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、乳酸
エチルなどのエステル類、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素類などが挙げられる
。本実施の形態においては、これらの溶剤を２種以上含有してもよい。溶剤の含有量は、
（Ａ４）ポリイミド１００重量部に対して、好ましくは５０重量部以上、より好ましくは
１００重量部以上であり、また、好ましくは２，０００重量部以下、より好ましくは１５
００重量部以下である。
【０１４０】
　本実施の形態の感放射線性脂組成物は、（Ａ４）、（Ｂ４）および（Ｃ４)の他の成分
として、（Ｄ４）アルコキシメチル基含有化合物を含有することができる。アルコキシメ
チル基は１５０℃以上の温度領域で架橋反応を生じるため、現像後の加熱処理により架橋
し、耐薬品性に優れた硬化膜を形成することができる。（Ｄ４）成分はアルコキシメチル
基を４以上有することが好ましく、耐薬品性をより向上させることができる。
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【０１４１】
　本実施の形態の感放射線性樹脂組成物は、さらに、シラン化合物を含有してもよい。ま
た、本実施形態の感放射線性樹脂組成物は、光酸発生剤を含有してもよい。光酸発生剤と
しては、スルホニウム塩、ホスホニウム塩またはジアゾニウム塩が好ましく、これらを２
種以上含有してもよい。光酸発生剤を含有することにより、アルカリ現像液に対する溶解
調整剤として作用する。なかでもスルホニウム塩が好ましく、トリアリールスルホニウム
塩がより好ましい。また、必要に応じて、感放射線性樹脂組成物の放射線に対する感度を
向上させる目的で、フェノール性水酸基を有する化合物を含有することができる。
【０１４２】
［感放射線性樹脂組成物を用いた平坦化膜の形成］
　本実施の形態の平坦化膜の形成について、上述したポジ型感放射線性樹脂組成物を例と
して用い、その説明をする。上述した本実施の形態の感放射線性樹脂組成物の好ましい第
１の例である、アクリル系ポリマーを含有するポジ型感放射線性樹脂組成物を用いた場合
、平坦化膜の形成は以下のようになる。
【０１４３】
　［塗膜の作製方法］：本実施の形態においては、上述した第１の例のポジ型感放射線性
樹脂組成物を、所定の基体表面に塗布し、加熱により溶剤を除去することによって所望の
塗膜を形成することができる。基体表面への塗布方法は特に限定されず、例えば、スプレ
ー法、ロールコート法、回転塗布法等の各種の方法を採用することができる。
【０１４４】
　ポジ型感放射線性樹脂組成物の塗膜の加熱条件は、各成分の種類、配合割合等によって
も異なるが、通常は７０℃～９０℃で５分間～１５分間程度である。次に、得られた塗膜
に所定のパターンのマスクを介して、例えば、紫外線を照射した後、現像液を用いて現像
し、不要な部分を除去するとともに所望形状の凹部を形成し、全体のパターンを形成させ
る。このとき、マスクにグレイトーンマスクやハーフトーンマスクを利用するなどして、
露光量を調整し、平坦化膜が所望の形状にパターニングされ、それとともに所望の位置と
形状で平坦化膜中に凹部が形成されるようにすることが望ましい。
【０１４５】
　現像液としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウム、ケイ
酸ナトリウム、メタケイ酸ナトリウム、アンモニア水、エチルアミン、ｎ－プロピルアミ
ン、ジエチルアミン、ジ－ｎ－プロピルアミン、トリエチルアミン、メチルジエチルアミ
ン、ジメチルエタノールアミン、トリエタノールアミン、テトラメチルアンモニウムヒド
ロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、ピロール、ピペリジン、１,８－ジ
アザビシクロ（５.４.０）－７－ウンデセン、１,５－ジアザビシクロ（４.３.０）－５
－ノナン等のアルカリ類の水溶液を使用することができる。また上記アルカリ類の水溶液
にメタノール、エタノール等の水溶性有機溶剤や界面活性剤を適当量添加した水溶液を現
像液として使用することもできる。
【０１４６】
　現像時間は通常３０秒間～１８０秒間であり、また現像の手法は液盛り法、ディッピン
グ法等のいずれでもよい。現像後は、流水洗浄を３０秒間～９０秒間行い、圧縮空気や圧
縮窒素で風乾させることによって、不要な部分を除去し、凹部を形成して、パターンを形
成させることができる。その後、例えば、紫外線を照射（ブリーチング露光）することに
よって未露光部分であるパターン中に残存しているキノンジアジド化合物を分解する。さ
らに、ホットプレート、オーブン等の加熱装置を用いて、所定の温度、例えば、１５０℃
～２５０℃で所定の時間、例えば、ホットプレート上なら５分間～３０分間、オーブン中
ならば３０分間～９０分間、加熱硬化処理をする。以上により、所望形状の凹部を有し、
耐熱性、透明性、硬度等に優れた平坦化膜を得ることができる。
　尚、キノンジアジド化合物を分解させるブリーチング露光については、加熱硬化工程の
後に行うことも可能である。
【０１４７】
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　上述した本実施の形態の感放射線性樹脂組成物の第３の例であるポリシロキサンを含有
するポジ型の感放射線性樹脂組成物を用いた場合も、上記と同様にして、本実施の形態の
平坦化膜の形成を行うことができる。上述した本実施の形態の感放射線性樹脂組成物の第
４の例であるポリイミドを含有するポジ型の感放射線性樹脂組成物を用いた場合も、上記
と同様にして、本実施の形態の平坦化膜の形成を行うことができる。
【０１４８】
＜有機ＥＬ表示素子の製造＞
　本実施の形態の有機ＥＬ表示素子の製造においては、ＴＦＴの形成された基板上に上述
した感放射線性樹脂組成物から塗膜を形成し、放射線の照射によるパターニングを行って
凹部の形成された平坦化膜をするための工程と、平坦化膜の凹部の上にバンクを形成する
ための工程と、バンクに規定された領域に有機発光層を形成する工程とが主要な製造工程
として含まれる。本実施形態の有機ＥＬ表示素子の主要な構成要素である平坦化膜、バン
クおよび有機発光層を形成し、有機ＥＬ表示素子を製造する方法について説明する。
【０１４９】
　本実施の形態の有機ＥＬ表示素子の製造方法は、少なくとも下記の工程［１］～［５］
を以下の順で含む。
　［１］平坦化膜を形成するために、感放射線性樹脂組成物を、アクティブ素子の形成さ
れた基板上に塗布する工程（以下、［１］工程と称することがある。）
　［２」感放射線性樹脂組成物の塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程（以下、
［２］工程と称することがある。）
　［３］放射線が照射された塗膜を現像し、平坦化膜上に凹部を形成する工程（以下、［
３］工程と称することがある。）
　［４］平坦化膜の凹部の上に前記バンクを形成する工程（以下、［４］工程と称するこ
とがある。）
　［５］バンクに規定された領域に有機発光層の材料を含むインク状の発光材料組成物を
塗布して、有機発光層を形成する工程（以下、［５］工程と称することがある。）
【０１５０】
　以上の工程により、本実施の形態の感放射線性樹脂組成物を用いてアクティブ素子であ
るＴＦＴの形成された基板上に、所望形状の凹部を有する平坦化膜を形成し、平坦化膜の
凹部の上にバンクを形成することができる。尚、平坦化膜の凹部は、平坦化膜を貫通する
ことが無いよう形成されている。そして、他の公知の製造方法と組み合わせることにより
、本実施の形態の有機ＥＬ表示装置を製造することができる。その場合、平坦化膜の凹部
の上に形成されるバンクは、凹部にガイドされて形状が制御され、所望の形状となる。す
なわち、バンクは、所望の均一な細い線幅を有し、有機発光層の有効な面積を十分に確保
するとともに、有機発光層の形状を各画素間で均一にするよう、有機発光層の形成領域を
規定できることになる。以下、製造方法における各工程をについて説明する。
【０１５１】
［［１］工程］～［［３］工程］
　［１］～［３］の工程では、基板上に、凹部の形成された平坦化膜を形成する。基板は
、アクティブ素子であるＴＦＴの形成された基板である。基板の材料は、上述した材料の
選択が可能である。ＴＦＴは、基板上、公知の方法による半導体膜成膜と、絶縁膜成膜と
、フォトリソグラフィー法によるエッチングとを繰り返すことにより形成されたものであ
る。平坦化膜の形成は、例えば、上述した本実施の形態のポジ型感放射線性樹脂組成物を
塗布して行うが可能である。その場合の平坦化膜の形成方法の詳細については、上述した
塗膜の作製方法に従うことができる。
【０１５２】
　［［４］工程］
　本工程では、［３］工程で形成された基板上の平坦化膜の上に陽極を形成する。次いで
、平坦化膜を貫通することが無いよう形成された平坦化膜中の凹部の上であって、その凹
部上の陽極の上にバンクを形成する。陽極は、上述のように、ＩＴＯなどの導電性の材料
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からなる。その導電性の材料を、スパッタリング法などを利用して平坦化膜上に成膜した
後、成膜された膜をエッチングなどによりパターニングすることで形成することができる
。また、液状の陽極形成材料を平坦化膜上インクジェット、ディスペンサー、凸版、凹版
印刷などで塗布し、塗布された陽極形成材料を乾燥して陽極を形成することも可能である
。
【０１５３】
　バンクは樹脂材料を用い、フォトリソグラフィー法や印刷法を用いて形成することがで
きる。フォトリソグラフィー法を利用する場合、基板上にネガ型の感光性樹脂膜を形成す
る。例えば、ネガ型の感光性樹脂組成物をスピンコートなどの塗布法で基板上に塗布した
後、８０℃～１２０℃で、１分間～５分間ベークして、樹脂塗膜を成膜する。
【０１５４】
　バンク形成用の感光性樹脂組成物には、バインダー樹脂、モノマー、光重合開始剤など
が含まれ、上述した撥液剤などを含んでいてもよい。
　バインダー樹脂の例には、フェノール－ノボラック樹脂、ポリビニルフェノール樹脂、
アクリル樹脂およびメタクリル樹脂が含まれる。
【０１５５】
　モノマーの例には、（メタ）アクリル酸およびその塩、（メタ）アクリル酸、エステル
類、（メタ）アクリルアミド類、無水マレイン酸、マレイン酸エステル、イタコン酸エス
テル、スチレン類、ビニルエーテル類、ビニルエステル類、Ｎ－ビニル複素環類、アリル
エーテル類、アリルエステル類、およびこれらの誘導体が含まれる。
【０１５６】
　光重合開始剤の例には、ベンゾフェノンや４，４’－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフ
ェノン、４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフェノンなどのベンゾフェノン化合物
；１－ヒドロキシシクロヘキシルアセトフェノンや２，２－ジメトキシ－２－フェニルア
セトフェノン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプ
ロパン－１－オンなどのアセトフェノン誘導体；チオキサントンや２，４－ジエチルチオ
キサントン、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロチオキサントンなどのチオキ
サントン誘導体；２－メチルアントラキノンや２－エチルアントラキノン、２－ｔ－ブチ
ルアントラキノン、クロロアントラキノンなどのアントラキノン誘導体；ベンゾインメチ
ルエーテルやベンゾインエチルエーテル、ベンゾインフェニルエーテルなどのベンゾイン
エーテル誘導体；フェニルビス－（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フォスフィン
オキシドのアシルフォスフィン誘導体；２－（ｏ－クロロフェニル）－４，５－ビス（４
’－メチルフェニル）イミダゾリル二量体等のロフィン量体；Ｎ－フェニルグリシンなど
のＮ－アリールグリシン類；４，４’－ジアジドカルコンなどの有機アジド類；３，３’
，４，４’－テトラ（ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシカルボキシ）ベンゾフェノン；キノン
ジアジド基含有化合物が含まれる。
【０１５７】
　次いで、感光性樹脂塗膜を露光および現像する。感光性樹脂塗膜を現像することで、樹
脂塗膜にバンクのパターンを形成する。すなわち、感光性樹脂塗膜のうち、残したい領域
にマスクなどを用いて選択的に光を照射し、光を照射していない領域の感光性樹脂塗膜を
、ＴＭＡＨなどの現像液を用いて除去する。これにより、基板上に平坦化膜の凹部上に配
置されたバンクのパターンを形成する。感光性樹脂塗膜の露光量は、感光性樹脂の組成に
よって適宜選択されるが、例えば、５０ｍＪ／ｃｍ２～３００ｍＪ／ｃｍ２である。露光
光時間も、感光性樹脂の組成によって適宜選択されるが、例えば、露光用ランプの照度が
２０ｍＷ／ｃｍ２である場合、２．５秒～１５秒である。
【０１５８】
　露光および現像した後の樹脂膜を加熱硬化して、バンクを形成する。加熱硬化温度は、
例えば、１８０℃～２４０℃であり、焼成時間は、例えば、５０分間～７０分間である。
【０１５９】
　また、バンクは樹脂材料を用い、インクジェット法などの印刷法を用いて形成すること



(28) JP 2012-234748 A 2012.11.29

10

20

30

40

50

ができる。インクジェット法を利用する場合、バンクの形成材料である樹脂材料および溶
剤を含むインク状のバンク材料組成物を準備する。このバンク材料組成物を用い、画素の
有機発光層の形成領域の周囲であって、平坦化膜の凹部の上の陽極上に塗布する。そして
、乾燥を行うことによりバンクを形成することが可能である。また、バンク形成組成物を
用い、凸版印刷や凹版印刷などの技術を利用して、平坦化膜の凹部の上であって、陽極上
にバンクを形成することが可能である。
【０１６０】
　［［５］工程］
　本工程では、［４］工程で形成されたバンクによって規定された領域で、陽極上、有機
発光層の材料を含むインク状の発光材料組成物を塗布して、有機発光層を形成する。赤、
緑および青にそれぞれ発光する有機発光層は、バンクによって規定された領域内に、有機
発光材料および溶剤を含む液状の発光材料組成物を塗布し、塗布した組成物を乾燥させる
ことにより形成される。溶剤の例には、アニソールなどの芳香族系の溶剤が含まれる。塗
布する手段は特に限定されない。塗布する手段の例には、インクジェット、ディスペンサ
ー、ノズルコート、スピンコート、凹版印刷、凸版印刷などを用いた方法が含まれる。好
ましい塗布手段は、インクジェット法である。また、供給される発光材料組成物の量は、
１画素（５，０００μｍ２～３０，０００μｍ２）あたり４０ｐｌ～１２０ｐｌであるこ
とが好ましい。
【０１６１】
　有機発光材料と溶剤とを含む液状の発光材料組成物を、インクジェット法などの塗布法
によって画素領域に塗布することによって、容易かつ他の材料に損傷を与えることなく有
機発光層を形成することができる。
　以上の［１］工程～［５］工程により有機発光層を形成した後、蒸着法やスパッタリン
グ法などの公知の方法に従い、有機発光層上に陰極を形成する。必要な場合は、陰極上に
公知の方法に従いパッシベーション膜を形成し、その後、封止基板により上方から有機発
光層の形成された基板面を封止する。封止は、封止基板封の外周に沿って、例えば、紫外
線硬化型のシール材を塗布し、窒素ガスやアルゴンガスなどの不活性ガス雰囲気中におい
て、有機発光層の形成された基板と封止基板とを貼り合わせる。これにより、有機発光層
は、不活性ガス雰囲気の密閉空間内に封入される。その後、紫外線を照射して、シール材
を硬化させる。以上より、本実施の形態の有機ＥＬ表示素子を得ることができる。
【０１６２】
　本実施の形態の有機ＥＬ表示素子は、駆動用のＴＦＴの上に形成された平坦化膜の上部
表面に、平坦化膜を貫通することが無いよう形成された凹部が設けられる。この凹部は、
バンク形成のためのガイドとして機能する。すなわち、バンクは平坦化膜の凹部にガイド
されて形状が制御され、所望の形状が実現される。したがって、本実施の形態の有機ＥＬ
表示素子は、所望の細い線幅を有し、有機発光層の有効な面積を十分に確保するとともに
、有機発光層の形状を各画素間で均一にするよう、有機発光層の形成領域を規定できるバ
ンクを備えることが可能となる。
【産業上の利用可能性】
【０１６３】
　本発明の有機ＥＬ表示素子は、インクジェット法などを利用して簡便かつ高い精度を持
って、有機発光層を区画するためのバンクを形成することができる。したがって、本発明
の有機ＥＬ表示素子は、優れた表示品位と信頼性が求められる大型平面テレビ用などに好
適に使用できる。
【符号の説明】
【０１６４】
　１、１００　　有機ＥＬ表示素子
　２、１０２　　基板
　３、１０３　　ＴＦＴ
　４、１０４　　平坦化膜
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　６、１０６　　陽極
　７、１０７　　スルーホール
　８、１０８　　バンク
　９、１０９　　有機発光層
　１０、１１０　　陰極
　１１、１１１　　パッシベーション膜
　１２、１１２　　封止基板
　１３　　凹部

【図１】 【図２】
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